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白井市障害者計画 2016-2025 中間見直し素案（第 4章） 

 『白井市障害者計画 2016-2025（中間見直し版）及び白井市第 6 期障害福祉計画・第 2 期障害児福祉計画の策定に係る方針』（以下、「策定方針」

と言います。）に則り、第 4章「具体的な取組みの内容（基本計画）」の中間見直し素案を作成しましたので、下記のとおり提案いたします。 

※策定方針（抜粋）は 資料 3-1 の 1 ページ目をご参照ください。 

＜中間見直し（素案）における施策・事業の異動一覧＞ 

◎項目数 現行計画 87 項目 → 中間見直し（素案）85 項目 （内訳：新規 1、廃止 2、他項目に統合 1、修正 37、継続 47） 

 

基本目標1　地域での自立生活への支援の推進
施策の方向　（１）相談体制・情報提供の充実

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

異動
内容

担当課等
資料
ページ

1 保健福祉相談の充実 該当 → 1 福祉相談の充実 該当 修正 社会福祉課 6

2 一般相談の充実 該当 → 2
一般相談の実施、身体障害者相談員・知的障害者
相談員の設置

該当 修正 障害福祉課 6

3 「基幹相談支援センター」の設置 該当 → 3 「基幹相談支援センター」の設置 該当 修正 障害福祉課 7
4 訪問相談体制の充実 該当 → - ※1-(4)-③ 医療につなげる支援の充実　通番36へ 統合 健康課 7
5 サービス利用相談・支援体制の充実 該当 → 4 計画相談支援体制の充実 該当 修正 障害福祉課 8
6 「こころの相談」の実施 該当 → 5 「こころの健康相談」の実施 該当 修正 障害福祉課 8
7 発達障がい相談体制の整備等 該当 → 6 発達障がい相談体制の整備等 該当 継続 障害福祉課 8

8 障がい者ケアマネジメント体制の確立 該当 → - - 廃止 障害福祉課 9

9 ケアマネジメント担当者の育成 該当 → 7 相談支援専門員の育成 該当 修正 障害福祉課 9

10 パソコン講座の実施 → 8 パソコン講座の実施 修正 障害福祉課 10
11 情報バリアフリーの促進 → 9 情報バリアフリーの促進 修正 障害福祉課 10
12 ホームページのアクセシビリティ（利用しやすさ）の向上 → 10 ホームページのアクセシビリティ（利用しやすさ）の向上 修正 秘書課 11
13 視覚障がい者に配慮した情報提供の充実 → 11 視覚障がい者に配慮した情報提供の充実 継続 秘書課 11
14 図書館でのサービスについての情報の提供 → 12 図書館でのサービスについての情報の提供 修正 文化センター（図書館班） 12
15 高次脳機能障がい者への支援 該当 → 13 高次脳機能障がい者への支援 該当 継続 障害福祉課 12

16 サービス情報の周知 該当 → 14
給付・助成・サービス等に係る情報の適時かつ適切
な方法での発信

該当 修正 障害福祉課 13

↱ 15 家族への支援 修正 障害福祉課 13
施策の方向　（２）権利擁護体制の充実

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

異動
内容

担当課等
資料
ページ

17 人権擁護のための活動の強化 該当 → 16 人権擁護のための活動の強化 該当 修正 市民活動支援課 16
18 「成年後見制度」の普及 該当 → 17 「成年後見制度」の普及 該当 継続 障害福祉課 16
19 「日常生活自立支援事業」の推進 該当 → 18 日常生活自立支援事業及び成年後見事業の推進 該当 修正 社会福祉協議会 17
20 苦情対応の実施 → 19 福祉サービスの利用に係る苦情等への対応 修正 社会福祉課　障害福祉課 17

1-(2)-② 当事者参画の促
進

21 まちづくりへの参画の促進 →
1-(2)-② 当事者参画の促
進

20 まちづくりへの参画の促進 継続 秘書課　障害福祉課 18

1-(2)-③ 選挙における配慮
の実施

22 投票しやすい環境の整備 →
1-(2)-③ 選挙における配慮
の実施

21 投票しやすい環境の整備 継続 選挙管理委員会 18

1-(2)-④ 障がい者虐待防
止対策の推進

23 障がいのある人の虐待防止等対策 → 22 障がいのある人の虐待防止等対策 継続 社会福祉課　障害福祉課　子育て支援課 19

23 障がい者に対する差別解消の推進 新規 障害福祉課 19

1-(1)-①相談体制の充実

1-(1)-②障がい者ケアマ
ネジメント体制の構築・確
立

1-(1)-③情報提供の充実

1-(2)-① 権利擁護施策の
推進

中間見直し（素案）

1-(2)-①権利擁護施策の推
進

中間見直し（素案）

現行計画

現行計画

1-(2)-④障がい者虐待防
止対策・障がい者差別の

解消の推進

1-(1)-①相談体制の充実

1-(1)-②情報提供の充実
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施策の方向　（３）福祉サービスの充実と支援施設の整備

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

異動
内容

担当課等
資料
ページ

24 指定障害福祉サービスの推進 → 24 指定障害福祉サービスの推進 継続 障害福祉課 22
25 補装具費の支給 → 25 補装具費の支給 継続 障害福祉課 23
26 身体障害者福祉センターの充実 → 26 障害者地域活動支援センターの充実 修正 障害福祉課 23
27 地域生活支援拠点の整備 該当 → 27 地域生活支援拠点等の活用 該当 修正 障害福祉課 24
28 地域生活支援事業の推進 該当 → 28 地域生活支援事業の推進 該当 継続 障害福祉課 24
29 小児慢性特定疾患児の日常生活用具の給付 → 29 小児慢性特定疾患児の日常生活用具の給付 継続 障害福祉課 25

施策の方向　（４）保健・医療サービスの充実

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

異動
内容

担当課等
資料
ページ

30 母子保健事業の推進 → 30 母子保健事業の推進 継続 健康課 18
31 療育システムの充実 → 31 ライフサポートファイルの活用 修正 障害福祉課 29
32 療育相談・指導の実施 → 32 療育相談・指導の実施 継続 子育て支援課 29
33 各種健（検）診事業の実施 → 33 各種健（検）診事業の実施 継続 健康課　保険年金課 30
34 歯科口腔保健の推進 → 34 歯科口腔保健の推進 継続 健康課 30
35 生活習慣病予防の推進 → 35 生活習慣病予防の推進 継続 健康課 30
36 健康相談の実施 → 36 健康相談の実施 修正 健康課 31
37 医療機関情報等の提供 → 37 医療機関情報等の提供 継続 健康課 31

基本目標2　社会参加の支援・促進
施策の方向　（１）障がい児の保育・教育の充実

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

異動
内容

担当課等
資料
ページ

38
療育システムの充実
※31の再掲

→ 38
ライフサポートファイルの活用
※31の再掲

修正 障害福祉課 34

39
療育相談・指導の実施
※32の再掲

→ 39
療育相談・指導の実施
※32の再掲

継続 子育て支援課 34

40 保育園における受け入れの推進 → 40 保育園における受け入れの推進 修正 保育課 35
41 就学相談の充実 → 41 就学相談の充実 継続 教育支援課 35
42 通級指導の充実 → 42 通級指導の充実 継続 教育支援課　学校政策課 35
43 個別支援学級の充実 → 43 個別支援学級の充実 継続 教育支援課　学校政策課 36
44 教職員の研修の充実 → 44 教職員の研修の充実 継続 教育支援課 36
45 交流教育の充実 → 45 交流教育の充実 継続 教育支援課 36
46 障がい者理解の促進 → 46 障がい者理解の促進 継続 教育支援課 37
47 学童保育への受け入れ体制の整備 → 47 学童保育への受け入れ体制の整備 継続 保育課 37
48 放課後対策事業の実施 → 48 放課後対策事業の実施 修正 障害福祉課 37

施策の方向　（２）就労の支援・促進

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

異動
内容

担当課等
資料
ページ

49 障がい者雇用への理解の促進 → 49 障がい者雇用への理解の促進 修正 障害福祉課 42
50 連携の推進・強化 → 50 連携の推進・強化 修正 障害福祉課　産業振興課 42
51 就労・生活支援機能の整備 → 51 就労・生活支援機能の整備 修正 障害福祉課 43
52 一般就労の支援 → 52 一般就労の支援 修正 障害福祉課 43
53 公共機関における障がい者雇用の推進 → 53 公共機関における障がい者雇用の推進 継続 総務課 43
54 福祉施設の整備の推進 → 54 就労継続支援事業の利用促進 修正 障害福祉課 44
55 「優先調達」の推進 → 55 「優先調達」の推進 継続 障害福祉課 44

2-(2)-① 一般就労の促進

2-(2)-② 福祉的就労の促
進

中間見直し（素案）

中間見直し（素案）

2-(1)-① 早期発見・療育の
体制の充実

2-(1)-② 学校教育（特別支
援教育）の推進

2-(1)-④ 放課後対策の充
実

中間見直し（素案）

中間見直し（素案）

1-(3)-① 指定障害福祉
サービス等の充実

1-(3)-② 地域生活支援事
業の充実

2-(1)-③ インクルーシブ教
育システムの推進

2-(1)-③ インクルーシブ教
育システムの推進

2-(1)-② 学校教育（特別支
援教育）の推進

1-(4)-① 早期発見・療育の
体制の充実

1-(4)-② 保健サービスの充
実

1-(4)-③ 医療につなげる支
援の充実

現行計画

現行計画

現行計画

2-(1)-① 早期発見・療育の
体制の充実

2-(2)-② 福祉的就労の促
進

2-(2)-① 一般就労の促進

1-(4)-① 早期発見・療育の
体制の充実

1-(4)-③ 医療につなげる支
援の充実

1-(4)-② 保健サービスの充
実

2-(1)-④ 放課後対策の充
実

1-(3)-② 地域生活支援事
業の充実

1-(3)-① 指定障害福祉
サービス等の充実

現行計画
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施策の方向　（３）各種活動の支援・促進

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

異動
内容

担当課等
資料
ページ

56 外出支援対策の推進 → 56 外出支援対策の推進 継続 障害福祉課　社会福祉協議会 48
↱ 57 コミュニティバスの継続的な運行 修正 都市計画課 48

57 多様な活動機会の提供 → 58 多様な活動機会の提供 修正 障害福祉課　社会福祉協議会 49
58 スポーツ・文化等活動の支援・促進 → 59 スポーツ・文化等活動の支援・促進 修正 障害福祉課　生涯学習課 49
59 「ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツ」の推進 → 60 「ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツ」の推進 継続 障害福祉課 50
60 障がい者団体の育成・支援 → 61 障がい者団体の育成・支援 修正 障害福祉課 50
61 団体間のネットワークづくりの支援 → 62 団体間のネットワークづくりの支援 継続 障害福祉課 51
62 家族への支援 → - ※1-(1)-②情報提供の充実　通番15へ 移動 障害福祉課 51

基本目標3　快適で人にやさしいまちづくりの推進
施策の方向　（１）福祉活動の促進

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

異動
内容

担当課等
資料
ページ

63 理解の啓発推進 → 63 理解の啓発推進 継続 障害福祉課　社会福祉協議会 55
64 障害者週間行事の開催 → 64 障害者週間行事の開催 継続 障害福祉課 55
65 職員等の研修機会の充実 → 65 職員等の研修機会の充実 継続 総務課　障害福祉課　教育支援課 55

66
障がい者理解の促進
※46の再掲

→ 66
障がい者理解の促進
※46の再掲

継続 教育支援課 56

67 ボランティアセンター活動の強化 → 67 ボランティアセンター活動の強化 継続 社会福祉協議会 56
68 ボランティアの育成 → 68 ボランティアの育成 継続 社会福祉協議会　障害福祉課 57
69 ボランティア情報の充実 → 69 ボランティア情報の充実 継続 社会福祉協議会 57
70 地域ぐるみ福祉ネットワーク事業の促進 → 70 地域ぐるみ福祉ネットワーク事業の促進 継続 社会福祉協議会 57

施策の方向　（２）バリアフリー、ユニバーサルデザインの推進

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

異動
内容

担当課等
資料
ページ

71 都市公園の整備 → 71 都市公園の環境整備 修正 都市計画課 60
72 公共施設のバリアフリー、ユニバーサルデザインの推進 → 72 公共施設のバリアフリー、ユニバーサルデザインの推進 修正 公共施設マネジメント課　教育総務課 60
73 民間建築物における福祉的配慮の推進 → 73 民間建築物における福祉的配慮の推進 修正 建築宅地課 61
74 交通安全施設等の整備 → 74 交通安全施設等の整備 継続 道路課 61

75 循環バスの充実 → -
※2-(3)-①外出、コミュニケーション支援施策の推進
通番57へ

移動 都市計画課 61

76 路上放置物等障害物の解消 → 75 路上放置物等障害物の解消 継続 道路課 62
77 バリアフリーの商環境づくり → - - 廃止 産業振興課 62
78 住宅増改築相談の実施 → 76 住宅増改築相談の実施 継続 建築宅地課 63
79 住宅改造費助成制度の推進 → 77 住宅改造費助成制度の推進 継続 障害福祉課 63

施策の方向　（３）防災・防犯等対策の推進

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

施策 通番
事業等

≪主な取り組み≫
重点
取組

異動
内容

担当課等
資料
ページ

80 防災知識の普及 → 78 防災知識の普及 継続 危機管理課 66
81 緊急通報体制の整備 → 79 緊急時の体制の整備 修正 障害福祉課 67

82
地域防災コミュニティを主体とした地域障がい者支援策
の確立

→ 80
地域防災コミュニティを主体とした地域障がい者支援策
の確立

継続 危機管理課 67

83 名簿・「個別支援計画」の作成 該当 → 81 名簿・「個別支援計画」の作成 該当 継続 危機管理課 68
84 供給協定の締結 → 82 供給協定の締結 継続 危機管理課 68
85 避難所における配慮の充実等 → 83 避難所における配慮の充実等 継続 危機管理課 68
86 犯罪被害防止の普及 → 84 犯罪被害防止の普及 修正 市民活動支援課 69

3-(3)-② 消費生活相談の
実施

87 消費生活相談等の実施 →
3-(3)-② 消費生活相談の
実施

85 消費生活相談等の実施 修正 産業振興課 69

2-(3)-① 外出、コミュニケー
ション支援施策の推進

2-(3)-② スポーツ・文化芸
術活動等の促進

中間見直し（素案）

3-(1)-② ボランティア、Ｎ
ＰＯ活動の促進

3-(2)-① 外出環境の整備
（福祉のまちづくり）

3-(2)-② 住宅バリアフリー
の促進

3-(3)-① 防災・防犯等対策
の推進

2-(3)-③ 当事者団体等の
育成・支援

3-(1)-① 啓発活動の充実

中間見直し（素案）

中間見直し（素案）

中間見直し（素案）

3-(3)-① 防災・防犯等対策
の推進

3-(1)-① 啓発活動の充実

現行計画

現行計画

3-(2)-② 住宅バリアフリー
の促進

現行計画

3-(1)-② ボランティア活
動の促進

3-(2)-① 外出環境の整備
（福祉のまちづくり）

2-(3)-③ 当事者団体等の
育成・支援

2-(3)-② スポーツ・文化芸
術活動等の促進

2-(3)-① 外出、コミュニケー
ション支援施策の推進

現行計画
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＜中間見直し（素案）＞ 

『第 4章 具体的な取り組みの内容（基本計画） 1 地域での自立生活への支援の推進』 

頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

29 施策の方向 1－(1) 相談体制・情報提供の充実 

【現状】 

保健福祉相談室や社会福祉課で社会福祉士や保健師

等の専門職員が、障がいのある人やその家族からのさ

まざまな相談に応じています。第４期障害福祉計画で

は、計画期間中に「基幹相談支援センター」を設置し、

地域における相談のネットワーク体制などのいっそう

の充実を図ることとしています。 

情報提供については、広報紙やしろい保健福祉ガイ

ドブック、メール配信サービス、ファクシミリサービ

ス、声の広報などを実施しています。 

 

施策の方向 1－(1) 相談体制・情報提供の充実 

【現状】 

 障がいのある人からのさまざまな相談（一般相談）

については、市障害者支援センター「座ぐり」及び「成

田地域生活支援センター」（精神障がいのある人が対

象）の相談支援専門員や市役所窓口で応じています。 

障害福祉サービス等を利用する人への計画相談支

援・障害児相談支援については、令和 3年 月現在で

市内では 4 つの事業所が業務を行っています。 

情報提供については、広報しろい、市ホームページ、

個別通知、窓口配布等により実施しています。 

○ 現在の相談体制に合わせ

て修正。計画・障害児相談支援

についても追記。 

○ 基幹相談支援センターな

ど、「現状」ではなく今後につ

いて述べている事項は削除。 

○ 情報提供についても現状

に合わせて整理。（ガイドブッ

クは「窓口配布」に包含。メー

ル配信は通常時の情報提供に

は利用していない。ファクシ

ミリサービスは終了。） 

 

課題 

○ 障がいのある人のためのケアマネジメント（サー

ビス利用計画の作成）について、本市の福祉サービス

利用者の中には障がいのある人自身や家族等が作成す

るセルフプランにならざるを得ない方が多いため、相

談支援事業者による障がい者ケアマネジメントのでき

る人材の確保が急務となっています。 

 

課題 

○ 障害福祉サービス等を利用する人のサービス利

用計画の作成について、本市においては、障がいのあ

る人自身や家族等が作成する「セルフプラン」になら

ざるを得ない方の割合が県内市町村の中で比較的高

いため、相談支援事業者及び相談支援専門員の確保が

急務となっています。 

○ セルフプラン率は年々低

下してきているが、他市と比

較するとまだ高い状態が続い

ている。 



5 
 

○ アンケート調査の結果では、市にこれから特に力

を入れてほしい施策として、いずれの調査対象でも「情

報提供と、気軽に何でも相談できるような体制の充実」

が多く挙げられており、特に精神障がい者と難病患者

では最も多い回答となっています。今後、福祉サービ

スに関する情報提供や、難病、発達障がいや高次脳機

能障がいを含め相談内容に応じた助言ができるように

すること、窓口に来られない人たちに関しても積極的

にその要望を把握するための体制を整備し、相談機能

をいっそう充実させていくことが必要です。 

○ 平成 31 年度のアンケート調査結果では、悩みや

困りごとが生じたときの相談先が「ない」「わからな

い」と答えた人にその理由を伺ったところ、「相談す

る場所がわからない（わからなかった）」を挙げた人

が最も多くなりました。身近な相談相手がいない人

が公的な相談窓口などにつながりやすくすることが

重要になっています。また、難病、発達障がい、高

次脳機能障がいなど、専門性が必要な相談にも対応

できる体制を関係機関との連携も含めて整備してい

くことが必要です。 

○ 31 年度のアンケートで

は、市が力を入れていくべき

事項として「情報提供・相談」

を挙げた人の割合は前回と比

べ低下したため、今回は「相談

する場所がわからない」と答

えた人が比較的多かったこと

を取り上げ、公的な相談窓口

へのつながりやすさの確保を

主な課題とした。 

 

○ ICT 技術による新しいメディアの活用を含め、サ

ービスの利用に資するきめ細やかな情報提供の検討に

力を入れることも必要があります。 

  

○ 情報提供については、利用できる制度やサービス

等についての情報をより確実に伝えるため、内容・対

象者・緊急性等に応じて、新しい情報コミュニケーシ

ョン技術の活用も含めて最適な方法を選択し、時機を

逃さずに発信する必要があります。 

 

○ 「きめ細やか」と一言で表

されている内容を具体化。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

30 

 

≪主な取組み≫※ 

1－(1)－① 相談体制の充実 

（通番１） 

●施策・事業名 保健福祉相談の充実 

[重点取組該当] 

●内容 関係各課・関係機関と必要に応じて連携・調整を

図りながら、保健福祉に関する総合相談を実施します。 

●所管課等 保健福祉相談室 

●実施区分 継続 

 

≪主な取組み≫※ 

1－(1)－① 相談体制の充実 

（通番１） 

●施策・事業名 福祉相談の充実 

[重点取組該当] 

●内容 関係各課・関係機関と必要に応じて連携・調整を

図りながら、福祉に関する総合相談を実施します。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 修正 

○ 組織の見直しに

よる修正。 

 

 

 

 

※補注 ≪主な取組み≫

の課等別の実施内容の詳

細は資料 3-4「策定調書」

に記載しています。なお、

通番は作業の便宜上付し

ているものであり、計画書

に記載はありません。 

 

（通番２） 

●施策・事業名 一般相談の充実 

[重点取組該当] 

●内容 市内 2か所の相談場所を中心に、在宅の人を含む

障がいのある人と家族等からの一般相談に対応していく

体制を充実させます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番２） 

●施策・事業名 一般相談の実施、身体障害者相談員・知

的障害者相談員の設置 

 [重点取組該当] 

●内容 2 か所の委託相談事業所の設置及び身体障害者

相談員・知的障害者相談員の委嘱等により、障がいのある

人や家族等からの様々な種類の相談に対応していきま

す。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

○ 現行文にある「相

談場所」を「委託相談

事業所」と具体化し

た。また、現行計画で

は、従前からの制度で

ある身体障害者相談

員・知的障害者相談員

の記載がないため追

記した。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

30 （通番３） 

●施策・事業名 「基幹相談支援センター」の設置 

[重点取組該当] 

●内容 基幹相談支援センターについての検討を

進め、第４期障害福祉計画期間中に設置し、困難事

例や虐待防止の対応の充実などを図ります。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 新規 

（通番３） 

●施策・事業名 （変更なし） 

[重点取組非該当] 

●内容 地域の相談支援の中核として、総合・専門

的な相談や、相談支援事業所への指導・助言等を行

う基幹相談支援センターについて、市内における相

談支援事業所の整備状況等を見ながら、設置に向け

た調査・研究を進めます。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

○ 基幹相談支援センターは、地域

の相談支援の中核として、総合相

談・専門相談、相談支援事業所への

指導・助言、権利擁護、地域移行・

定着等を行うこととされているが、

当市ではまだ相談支援事業所の設

置が十分でないこと、また、指定一

般（地域移行・地域定着）相談支援

事業所及び常時の相談支援体制を

備えた地域生活支援拠点が既にあ

り、当面の代替機能は確保できてい

ることから、後期期間中は、相談支

援事業所の設置状況を見ながら、調

査研究を進める期間とするため。 

 

（通番４） 

●施策・事業名 訪問相談体制の充実 

 [重点取組該当] 

● 内容 保健師等が障がいのある人、難病患者の

自宅や通所している市内の事業所等を訪問し、健康

管理に必要な相談・保健指導や家族の健康管理、生

活および社会復帰に関する相談を行います。 

● 所管課等 健康課 社会福祉課 

● 実施区分 継続 

（削除） ○ 主な内容が健康管理・保健指導

であるため、通番 36「健康相談の実

施」に移動し統合。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

 （通番５） 

●施策・事業名 サービス利用相談・支援体制の充実 

 [重点取組該当] 

●内容 利用者が自立支援サービスをはじめとした各種サ

ービスを適切に利用できるよう、制度や事業所の紹介など

を実施するとともに、相談支援事業所への委託について検

討し、相談・支援体制のいっそうの充実を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 健康課 地域包括支援センター 

●実施区分 継続 

（通番４） 

●施策・事業名 計画相談支援体制の充実 

 [重点取組該当] 

●内容 利用者が障害福祉サービスや地域移行・地域定着

支援、障害児通所支援を適切に利用できるよう、計画相談

（指定特定・指定障害児相談支援）事業者の指定を進め、支

援体制の充実を図ります。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

○ 現行計画の内

容に、意図が不明

瞭な点（「相談支援

事業所への委託に

ついて検討・・・」

等）があったため。 

（通番６） 

●施策・事業名 「こころの相談」の実施 

 [重点取組該当] 

●内容 精神科医師や精神保健福祉士によるこころの相談

を実施します。 

●所管課等 保健福祉相談室 

●実施区分 継続 

（通番５） 

●施策・事業名 「こころの健康相談」の実施 

 [重点取組該当] 

●内容 精神科医師や精神保健福祉士によるこころの健康

相談を実施します。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

○ 対象者が随時

変わることから、

継続して事業を行

っていく必要があ

るため。 

○ 事業名は総合

計画後期実施計画

に合わせ修正。 

（通番７） 

●施策・事業名 発達障がい相談体制の整備等 

 [重点取組該当] 

●内容 発達障がいに関して相談を希望する方が地域で相

談できる支援体制の拡充を図ります。また、県が設置してい

る発達障害者支援センターCAS（キャス）と連携・活用して

発達障がいの早期発見・早期支援に努め、必要に応じた情報

提供を行っていきます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番６） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

○ 対象者が随時

変わることから、

継続して相談支援

を行う必要がある

ため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

 1－(1)－② 障がい者ケアマネジメント体制の構

築・確立  

（削除） ○ 施策・事業ともに、障害者総

合支援法成立前の平成18年度策

定の前身計画から掲載されてお

り、現在では、相談支援事業者に

よるサービス利用計画の策定は

体制が確立しているため。 

なお、計画相談支援事業所の

充実は通番5（見直し後の通番4）

「計画相談支援体制の充実」で

規定している。また、利用者への

情報提供は通番 16（見直し後の

通番 14）「給付・助成・サービス

等に係る情報の適時かつ適切な

方法での発信」で規定している。 

 

（通番８） 

●施策・事業名 障がい者ケアマネジメント体制の

確立 

 [重点取組該当] 

●内容 指定相談支援事業者に関する情報の提供に

努め、障がい当事者等が相談・利用しやすいケアマネ

ジメント体制の確立に努めます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（削除） 

（通番９） 

●施策・事業名 ケアマネジメント担当者の育成 

 [重点取組該当] 

●内容 障がいのある人のケアマネジメントを行う

相談支援専門員の育成を図るため、専門員を雇用す

る相談支援事業所への支援等に努めます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番７） 

●施策・事業名 相談支援専門員の育成 

 [重点取組該当] 

●内容 サービス利用計画を作成する相談支援専門

員の育成を図るため、既存事業者や新規参入希望者

に対し養成研修等の情報提供を行います。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

○ 相談支援専門員の育成は、

相談支援事業所の充実のために

必要であるため、内容を修正し

たうえで事業として継続。 

ただし、障がい者ケアマネジ

メント体制の構築・確立は実現

されているため、施策 1－(1)－

①「相談体制の充実」に統合。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

31 1－(1)－③ 情報提供の充実 

（通番１０） 

●施策・事業名 パソコン講座の実施 

 [重点取組非該当] 

●内容 身体障害者福祉センターで 3障がい（身体・知的・

精神）の人を対象に実施しているパソコン講座を継続し、障

がいのある人および家族の情報取得技術の向上を図りま

す。 

●所管課等 身体障害者福祉センター（社会福祉課） 

●実施区分 継続 

1－(1)－② 情報提供の充実 

（通番８） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 障害者地域活動支援センターで 3 障がい（身体・

知的・精神）の人を対象に実施しているパソコン講座を継続

し、障がいのある人および家族の情報取得技術の向上を図

ります。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

○ センター名称

の変更を反映。 

○ 情報格差の課

題は解決していな

いため継続。 

（通番１１） 

●施策・事業名 情報バリアフリーの促進 

 [重点取組非該当] 

●内容 ICT の急速な進展に対応するため、各種講習会、講

座の開催などによる障がいのある人の技能の向上と、障が

いのない人との情報格差（デジタルデバイド）の縮小を図り

ます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番９） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 情報コミュニケーション技術の急速な進展に対応

するため、各種講習会、講座の開催などによる障がいのある

人の技能の向上と、障がいのない人との情報格差（デジタル

デバイド）の縮小を図ります。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

 

 

○ 「ICT」を日本

語表記に修正。 

○ 情報格差の課

題は解決していな

いため継続。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

31 （通番１２） 

●施策・事業名 ホームページのアクセシビリティ（利用

しやすさ）の向上 

 [重点取組非該当] 

●内容 視覚（色覚）障がい者が市ホームページを閲覧し

やすいよう、ホームページ閲覧支援ツール（文字サイズ変

更・音声読み上げ・背景色変更）の導入を継続します。 

●所管課等 秘書広報課 

●実施区分 継続 

 

（通番１０） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 視覚（色覚）障がい者が閲覧しやすいホームペー

ジ作成に努めます。 

●所管課等 秘書課 

●実施区分 修正 

○ 導入している支

援ツールを利用して

もらうだけでなく、

作成する職員の意識

向上などを通し、ア

クセシビリティの向

上を図るため。 

（通番１３） 

●施策・事業名 視覚障がい者に配慮した情報提供の充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 行政文書について、印刷物だけでなく、CD など音

声による媒体の作成に努め、視覚障がいのある人への情報

提供を充実させます。 

●所管課等 秘書広報課 市社会福祉協議会 

●実施区分 継続 

 

（通番１１） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 秘書課 

●実施区分 継続 

 

○ 視覚不自由な方

への CD 版「声の広報

しろい」の配布を継

続する必要があるた

め。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

31 （通番１４） 

●施策・事業名 図書館でのサービスについての情報の

提供 

 [重点取組非該当] 

●内容 視覚障がい者、肢体不自由者などの図書館の利

用が困難な市民へ、書籍の宅配、朗読テープ作成、代読な

ど実施しているサービスについての必要な情報提供を行

うとともに、その読書要求に応えます。 

●所管課等 図書館 

●実施区分 継続 

 

 

（通番１２） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 視覚障がい者、肢体不自由者などの図書館の利

用が困難な市民へ、本・雑誌等の宅配・郵送、録音図書製

作、代読など、実施しているサービスについての必要な情

報提供を行うとともに、その読書要求に応えます。 

●所管課等 図書館 

●実施区分 修正 

 

○ 支援内容の変化を

反映。 

○ 文字や印刷物を読

むことが困難な方、

様々な条件が障害とな

って思うように図書館

を利用できない方に、

必要な情報提供を行う

必要があるため。 

（通番１５） 

●施策・事業名 高次脳機能障がい者への支援 

 [重点取組該当] 

●内容 県で実施する高次脳機能障がい者への支援の取

組み（県高次脳機能障害支援拠点機関等）を活用しなが

ら、関係機関との連絡調整や情報提供などに努めます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

 

 

（通番１３） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

 

 

○ 対象者が随時変わ

ることから、継続して

取組む必要があるた

め。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

 （通番１６） 

●施策・事業名 サービス情報の周知 

 [重点取組該当] 

●内容 福祉サービスの情報をより的確に利用希望者

に伝えるため、広報紙、しろい保健福祉ガイドブックや

個別通知等の従来の情報提供手段に加えて、携帯電話向

けホームページや登録者へのメール配信サービスによ

る情報提供を推進します。 

●所管課等 社会福祉課 保健福祉相談室 企画政策

課 秘書広報課 

●実施区分 継続 

 

（通番１４） 

●施策・事業名 給付・助成・サービス等に係る情報の

適時かつ適切な方法での発信 

 [重点取組該当] 

●内容 障がいのある人やその家族等が受けられる給

付・助成・サービス等についての情報をより確実に伝え

るため、内容・対象者・緊急性等に応じて、広報紙・市

ホームページ・個別通知・窓口配布（保健福祉ガイドブ

ックやパンフレット類）・メール配信等の中から最適な

方法を選択し、時機を逃さずに発信します。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

○ 市からの積極的な情

報提供が必要なのは「サ

ービス」にとどまらず、ま

た、やみくもに提供チャ

ンネルを増やせばよいと

いうものでもないため、

中間見直しでは、情報の

種類と受け手の特徴に応

じた、適時かつ適切な方

法での情報発信を行うこ

とを主旨とした。 

（なし） （通番１５） 

●施策・事業名 家族への支援 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人の家族に対して、講演会・研修

会等を開催し、障がいや障がいのある人への理解のため

の情報提供をすることで家族支援を図ります。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

 

○ 家族への支援として

は、正しい知識の情報提

供等が重要であるため。 

○ 現行計画では施策 2-

(3)-③「当事者団体等の

育成・支援」の通番 62

にあるが、当該施策にあ

る理由が不明であり、か

つ、現行文では取組内容

も曖昧であるため、本施

策に移動し修正した。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

32 施策の方向 1－(2) 権利擁護体制の充実 

【現状】 

県では、平成 18 年 10 月、全国初となる「障害のある人も

ない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」を制定し、積

極的に誰もが暮らしやすい社会づくりの取組みを進めてい

ます。 

現在、知的障がい、精神障がい、認知症等により判断能力

が十分でないために権利が侵害されやすい人への支援とし

て、本市でも、日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事

業）や成年後見制度が行われており、第４期障害福祉計画期

間から地域生活支援事業の必須事業に、成年後見制度法人後

見支援事業が追加されています。成年後見制度の利用が必要

であるにもかかわらず家庭裁判所への申立てを行う親族が

いないなどの場合に市長が代わりに行う市長申立や、本人や

親族が申立てを行った場合の経費の助成、成年後見人等への

報酬助成（成年後見制度利用支援事業）を実施しています。 

また、障害者虐待防止法が施行されており、各市町村には

市町村障害者虐待防止センターの設置が求められています。

本市では市社会福祉課をセンターに位置づけており、虐待の

通報・届出の受理等の業務を行っています。 

 

施策の方向 1－(2) 権利擁護体制の充実 

【現状】 

現在、知的障がい、精神障がい、認知症等により判断能力

が十分でないために権利が侵害されやすい人への支援とし

て、市社会福祉協議会において、日常生活自立支援事業や法

人成年後見が行われています。市でも、成年後見制度の利用

が必要であるにもかかわらず家庭裁判所への申立てを行う

親族がいないなどの場合に市長が代わりに行う市長申立や、

本人や親族が申立てを行った場合の経費の助成、成年後見人

等への報酬助成（成年後見制度利用支援事業）を実施してい

ます。 

また、障害者虐待防止法に基づき、本市では、市障害福祉

課を市町村障害者虐待防止センターとして位置づけており、

虐待の通報・届出の受理等の業務を行っています。 

 

○ 差別解消に向

けた国・県の動き

は下記「課題」にも

あるため、県条例

についての記述は

「課題」に移動。 

○ 権利擁護各事

業の実施主体（社

協・市）を記載。 

○虐待防止センタ

ーの所管課変更を

反映。また、虐待防

止法の施行（H24）

から相当の年数が

経つため、表現を

簡素化。 
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課題 

○ 平成 25 年 12 月には、国連の障害者権利条約の批准が国

会で承認され、権利擁護体制の充実がますます大きな課題と

なっています。また、それに向けた平成 23 年の障害者基本

法の改正では、第４条で社会的障壁の除去について「それを

必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負

担が過重でないときは、…その実施について必要かつ合理的

な配慮がされなければならない。」としており、いわゆる「合

理的配慮」が求められています。 

課題 

○ 千葉県では、平成 18 年 10 月、「障害のある人もない人

も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」を制定し、県民共通

の目標としてなくすべき差別を具体的に定め、その解消に向

けた仕組みを規定しました。平成 25 年 12 月には、国連の障

害者権利条約の批准が国会で承認され、その国内法として平

成 28 年 4 月に施行された障害者差別解消法では、行政機関

や事業者による不当な差別的扱いが禁止され、また、障がい

のある人から何らかの助けを求める意思表明があった場合

に、過度な負担にならない範囲で、社会的障壁を取り除くた

めに必要な便宜を図る「合理的配慮」が求められています（行

政機関等は義務、事業者は努力義務）。 

 

○ 県条例の説明

を【現状】から移

動。 

○ 差別解消法の

施行を踏まえた内

容に修正。 

 

○ アンケート調査の中で、障がいがあることが原因で人権

を損なう扱いを受けた経験の有無についてたずねたところ、

本市においても「差別用語を使われた」などの回答がみられ

（→15 ページ）、障害者差別解消法の施行を踏まえ、国・県

等から情報を収集し、誤解や偏見・差別解消に向けた広報啓

発等の取組みを積極的に進めていく必要があります。 

○ アンケート調査の中で、障がい等があることが原因で差

別的な扱いを受けた経験を伺ったところ、「特にない」と答

えた人は、平成 26 年度の 55.0％から平成 31 年度は 68.0％

に増えましたが、未だ多くの人が、様々な場面で差別的な扱

いを受けたと感じており、差別解消に向けた広報啓発等の取

組みを積極的に進めていく必要があります。 

 

○ H31 年度のア

ンケート結果を反

映。 

○ 県等が開催する研修への参加などにより、本市社会福祉

課等の職員の資質の向上を図っていく必要があります。 

 

 

○ 平成 29 年度に市が策定した「障がいを理由とする差別

の解消の推進に関する白井市職員対応要領」に基づき、研修

や啓発を実施し、市職員の資質の向上を図っていく必要があ

ります。 

 

○ 職員対応要領

の策定を反映。ま

た、職員の資質向

上は社会福祉課等

だけでなく全庁で

必要であるため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪主な取組み≫ 

1－(2)－① 権利擁護施策の推進 

（通番１７） 

●施策・事業名 人権擁護のための活動の強化 

 [重点取組該当] 

●内容 人権意識の普及高揚を図るための啓発や人権擁

護委員による人権相談を実施します。また、障がいのある

人の人権を守るための各種施策を行います。 

●所管課等 企画政策課 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

≪主な取組み≫ 

1－(2)－① 権利擁護施策の推進 

（通番１６） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組該当] 

●内容 人権意識の普及高揚を図るための啓発や人権擁

護委員による人権相談を実施します。 

●所管課等 市民活動支援課 

●実施区分 修正 

○ 啓発や人権相談

は定期的に行い定着

を図る必要がある。 

○ 「各種施策」とし

ては、通番 18（見直し

後の通番17）で成年後

見、通番 23（見直し後

の通番 22）で虐待防

止、新規項目（見直し

後の通番23）で差別解

消と、それぞれ具体的

に掲載しているため、

本項目では記載しな

い。 

 

（通番１８） 

●施策・事業名 「成年後見制度」の普及 

 [重点取組該当] 

●内容 意思表示が困難な障がいのある人の権利を擁護

するため、成年後見制度やその相談窓口の普及と利用の支

援に努めます。 

●所管課等 社会福祉課 地域包括支援センター 

●実施区分 継続 

 

（通番１７） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

○ 継続して支援に

取組む必要があるた

め。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（通番１９） 

●施策・事業名 「日常生活自立支援事業」の推進 

 [重点取組該当] 

●内容 在宅で日常生活を送る上で十分な判断ができ

ない方や体の自由がきかない方が地域で安心して生活

できるように支援する日常生活自立支援事業（地域福祉

権利擁護事業）を推進します。 

●所管課等 社会福祉協議会 

●実施区分 継続 

（通番１８） 

●施策・事業名 日常生活自立支援事業及び成年後

見事業の推進 

 [重点取組該当] 

●内容 在宅で日常生活を送る上で十分な判断が

できない方や体の自由がきかない方が地域で安心

して生活できるように支援する日常生活自立支援

事業及び成年後見事業を推進します。 

●所管課等 社会福祉協議会 

●実施区分 修正 

 

○ 新たに成年後見事業を実

施しているため。 

（通番２０） 

●施策・事業名 苦情対応の実施 

 [重点取組非該当] 

●内容 福祉サービス利用者への支援の中で利用に関

する苦情に適切に対応できるよう、地域の各関係機関と

協力して利用者の意向を的確に把握し、苦情の解決に努

めるとともに、必要に応じてサービス提供事業者に助

言や指導を行います。 

●所管課等 保健福祉相談室 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番１９） 

●施策・事業名 福祉サービスの利用に係る苦情等

への対応 

 [重点取組非該当] 

●内容 市が提供する福祉サービスについての利

用者からの苦情に適切に対応できるよう、市福祉施

設サービス苦情相談員の協力も得て利用者の意向

を的確に把握し解決に努めます。また、民間事業者

が提供する障害福祉サービス等についての苦情に

対しては、当事者の訴えをよく聞き、事実確認等を

行った上で、必要に応じて千葉県運営適正化委員会

等の関係機関と連携し、速やかな解決を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

○ 項目名については、福祉サ

ービスに対する苦情対応につ

いての項目であることを明確

化。 

○ 市が提供するサービスと

民間事業者が提供するサービ

スでは苦情対応の取扱いが異

なるため、区分して記述した。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

34 1－(2)－② 当事者参画の促進 

（通番２１） 

●施策・事業名 まちづくりへの参画の促進 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人からの情報や意見等を聴くために

市政懇談会を開催するほか、各種シンポジウムおよび講演

会に障がいのある人の参加を促し、市政への参画を促進し

ます。 

また、障がいのある人やその家族、障がい者支援事業所

等の意見等を各種施策に的確に反映させるため、市と関係

者が協働で計画の策定や進捗状況の把握に努めます。 

●所管課等 関係各課 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

1－(2)－② 当事者参画の促進 

（通番２０） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 秘書課 障害福祉課 

●実施区分 継続 

○ 障がいのある人

からの情報や意見等

を聴くため開催の必

要があるため。 

○ 障害者計画、障

害福祉計画・障害児

福祉計画について

は、障がいのある方

やその家族、関係機

関等の意見を踏まえ

て実効性を高める必

要があるため。 

1－(2)－③ 選挙における配慮の実施 

（通番２２） 

●施策・事業名 投票しやすい環境の整備 

 [重点取組非該当] 

●内容 各投票所に簡易スロープ、点字器、点字氏名掲示、

車いす、老眼鏡、文鎮などを設置するとともに、必要に応

じて職員が代理投票（本人の意思を 2 人の職員で確認した

うえで代筆する）を行い、障がいのある有権者が投票しや

すい環境づくりを進めます。 

●所管課等 選挙管理委員会 

●実施区分 継続 

1－(2)－③ 選挙における配慮の実施 

（通番２１） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 選挙管理委員会 

●実施区分 継続 

○ 投票は定期的に

行われており、中止

することで投票機会

を阻害する恐れがあ

るため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

34 1－(2)－④ 障がい者虐待防止対策の推進 

 

1－(2)－④ 障がい者虐待防止対策・障がい者差別の解

消の推進 

 

○ 新たに差別解消の

取組み項目を追加する

ため、施策名称を変更。 

（通番２３） 

●施策・事業名 障がいのある人の虐待防止等対策 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人への虐待について、家庭等におけ

る暴力対策ネットワーク会議に基づいた対応や相談・支援

により、虐待の防止、早期発見・早期対応に努めます。 

●所管課等 社会福祉課 地域包括支援センター 保健

福祉相談室 

●実施区分 継続 

 

（通番２２） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 社会福祉課 障害福祉課 子育て支援課 

●実施区分 継続 

 

○ 虐待防止等対策は

法令に定めがあり、関

係機関と連携・協議し

継続的に実施していく

必要があるため。 

（なし） （通番２３） 

●施策・事業名 障がい者に対する差別解消の推進  

[重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人への差別や合理的配慮の不提

供について、相談・支援により、差別の解消、合理的配

慮の提供の推進を図ります。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 新規 

 

○ 障害者差別解消法

が平成 28年 4月に施行

され、対応を求められ

ているため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

35 施策の方向 1－(3) 福祉サービスの充実と支援施設の整備 

【現状】 

障がいのある人への福祉サービスは、障害者自立支援法の制定以降、

訪問系サービス、日中活動系サービス、居住系サービスの３つから成る

指定障害福祉サービスと相談支援、および地域生活支援事業で構成され

ていますが、従来のケアホーム（共同生活介護）は、障害者総合支援法

の改正施行により、平成 26 年４月からグループホーム（共同生活援助）

に統合・一元化されています。また、従来のコミュニケーション支援事

業は、第４期障害福祉計画期間から意思疎通支援事業に名称が変更され

ています。 

地域生活支援事業については、利用料等具体的な内容を市町村が主体

的に、地域の実情や利用者の状況に応じて柔軟に決定できるサービスと

なっており、第４期計画期間から必須事業の数が大幅に増やされていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の方向1－(3) 福祉サービスの充実と支援施

設の整備 

【現状】 

障害者総合支援法による、障がいのある人への

福祉サービスは、「自立支援給付」と「地域生活支

援事業」に大別されます。前者には、訪問や通所

による介護・日中活動の場・居住の場等を提供す

る「指定障害福祉サービス」のほか、「相談支援」、

「自立支援医療」及び「補装具」が含まれます。

後者は、利用料等具体的な内容を市町村が主体的

に、地域の実情や利用者の状況に応じて柔軟に決

定できるサービスとなっています。 

 

 

○ 現行計画

策定当時のサ

ービス改廃等

に係る説明を

削除し、現行制

度の説明にと

どめた。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

35 課題 

○ 地域生活支援事業について、本市の障がい福祉施策の特色

を出すものとして引き続き適切なサービスメニューを提供し、

障がいのある人の地域での生活を支えていく必要があります。 

（変更なし） ○ 地域生活

支援事業への

取組み姿勢と

して特に変化

はないため。 

○ アンケート調査の結果では、「福祉サービスについて困って

いること、心配なこと」として、身体障がい者では「特にない」

と「制度のしくみがわからない」が、知的障がい者では「制度

のしくみがわからない」と「サービス提供事業者が少ない」が、

精神障がい者では「制度のしくみがわからない」と「どのよう

なサービスがあるのかわからない」が多くなっています（＊複

数回答）。利用者にとって特に制度が難解であることがうかが

え、引き続き広報や手続き時の丁寧な説明等が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ アンケート調査の結果では、「福祉サービスについて困

っていること、心配なこと」として、「制度のしくみがわか

らない」または「どのようなサービスがあるのかわからな

い」を選んだ人の割合が、平成 26 年度・平成 31 年度とも

に身体障がいでは第 2 位、知的・精神障がいでは第 1 位と

高くなっています。利用者にとって特に制度が難解である

ことがうかがえ、引き続き広報や手続き時の丁寧な説明等

が必要です。 

 

問 福祉サービスについて困っていることや心配なことはありますか。

（複数回答） 

 

○ H31 年度の

アンケート結

果を反映。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

37 ＊ なお、福祉サービスの充実等については、障害福祉計

画の主要な内容となっており、本計画ではその詳細・具体

的な内容については掲載していないため、個々のサービス

の内容、提供量の見込みやその確保のための方策等につい

ては、第４期（第５～７期）障害福祉計画をご参照くださ

い。 

＊ 指定障害福祉サービス、障害児通所支援及び地域生活

支援事業については、必要量の見込み及びその確保のため

の方策を障害福祉計画・障害児福祉計画で定めるため、本

計画における取組み事項としては大枠のみとしています。 

 

○ 障害福祉計画・

障害児福祉計画の対

象範囲を明確化。 

 

 

頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

37 ≪主な取組み≫ 

1－(3)－① 指定障害福祉サービス等の充実 

（通番２４） 

●施策・事業名 指定障害福祉サービスの推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人の自立の支援・促進や介護者・支援

者の負担の軽減を図るため、障害者総合支援法に基づく指定

障害福祉サービスに属する各事業の推進を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

 

 

≪主な取組み≫ 

1－(3)－① 指定障害福祉サービス等の充実 

（通番２４） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

○ 指定障害福

祉サービス等の

利用者数は増加

を続けており、

障がいのある人

やその家族等の

支援に不可欠な

制度となってい

るため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

37 （通番２５） 

●施策・事業名 補装具費の支給 

 [重点取組非該当] 

●内容 身体上の障がいを補い、日常生活を容易にする補装

具の費用を給付し、自立生活の支援・充実を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

（通番２５） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

○ 補装具は、障

がい者の身体機能

を補完し、長期間

に渡り継続して使

用する必要がある

ため。 

（通番２６） 

●施策・事業名 身体障害者福祉センターの充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 地域生活をしている障がいのある人が身体機能を

維持し、他者との交流を図っていきいきとした生活を送れる

よう、定期的な講座やパソコン開放、理学療法士による相談

の実施、就労している障がいのある人の仲間づくりの場の提

供など身体障害者福祉センター事業の充実に努めます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

（通番２６） 

●施策・事業名 障害者地域活動支援センターの充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 地域生活をしている障がいのある人が身体機能を

維持し、他者との交流を図っていきいきとした生活を送れる

よう、定期的な講座やパソコン開放、理学療法士による相談

の実施、就労している障がいのある人の仲間づくりの場の提

供など、センター事業の充実に努めます。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

○ センター名称

の変更を反映。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

37 （通番２７） 

●施策・事業名 地域生活支援拠点の整備 

 [重点取組該当] 

●内容 第 4 期障害福祉計画についての国の基本指針で

示された地域生活支援拠点等を整備し、地域における相

談、体験の機会や場の整備、緊急時の障がいのある人等の

受け入れ・対応、人材の確保・養成などの機能の提供を図

ります。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 新規 

 

（通番２７） 

●施策・事業名 地域生活支援拠点等の活用 

 [重点取組該当] 

●内容 地域生活支援拠点等に必要な、相談、緊急時の受入

れ・対応、体験の機会の場、専門的人材の確保・養成、地域の

体制づくりの各機能が発揮されるよう、必要な事業及び運営

者への協力を行うとともに、地域自立支援協議会での議論を

通じて、機能の維持及び向上を図ります。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

○ 地域生活支援

拠点等の整備につ

いては前半期の

H31 年度に完了し

たことから、後半

期は効果的な運用

を図っていくこと

を目標とする。地

域自立支援協議会

を活用した運用管

理は国の指針に基

づくもの。 

 

 

1－(3)－② 地域生活支援事業の充実 

（通番２８） 

●施策・事業名 地域生活支援事業の推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 地域で暮らす障がいのある人の自立・日常生活の

支援、および介護者の負担の軽減のため、個々のニーズに

合った移動支援や意思疎通支援（手話通訳派遣）、日中一

時支援、日常生活用具給付などの地域生活支援事業の推進

を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

1－(3)－② 地域生活支援事業の充実 

（通番２８） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

 

○ 障害のある人

の自立・日常生活

の支援、介護者の

負担軽減を継続し

て行う必要がある

ため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

37 （通番２９） 

●施策・事業名 小児慢性特定疾患児の日常生活用具の給付 

 [重点取組非該当] 

●内容 小児慢性特定疾患児に特殊寝台等の日常生活用具を給

付することにより、日常生活の便宜を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

 

（通番２９） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

 

○ 地域生活支

援事業の日常生

活用具給付とあ

わせて継続的に

実施する必要が

あるため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

38 

 

施策の方向 1－(4) 保健・医療サービスの充実 

【現状】 

アンケート調査の「障がいが発生した年齢、初めて受診した

時期」の質問の結果では、身体障がい者では「65 歳以上」とい

う回答が 29.1％（具体的な年齢を回答した人の中では 36.3％）

と最も多く、「50～64 歳」が 26.8％（同 33.4％）と次いで多く、

両選択肢で過半数を占めており、精神障がい者では「19～29

歳」、「30～49 歳」という回答が多くなっています。特に身体障

がい者では、病気等による中年期以降の「中途障がい」が多く

なっていることが分かります。 

 

施策の方向 1－(4) 保健・医療サービスの充実 

【現状】 

平成 31 年度アンケート調査における、身体障がいが

発生した年齢及び精神科・神経科を初めて受診した年

齢についての質問の結果では、身体障がい者では 65 歳

以上が 32.1％と最も多く、次いで 50～64 歳が 26.1％

で、両選択肢で過半数を占めており、精神障がい者では

19～29 歳と 30～49 歳が多くなっています。特に身体障

がい者では、中年期以降の「中途障がい」が多くなって

いることが分かります。 

 

○ アンケート

結果をH31のもの

に差替え。「中途

障がい」の原因に

ついては、この結

果からは読み取

れないため、「病

気等による」を削

除。 

一方、健康づくり、介護保険制度の分野においては、それぞ

れ「健康日本 21（第 2 次）」、国（厚生労働省）の各種通知等に

よって予防重視型システムの方向性が打ち出され、一次予防に

力を入れていくことが示されていますが、障がい者施策の分野

でも身体障がい等の発生予防、早期発見・早期対応がより重要

になります。 

 

 

一方、健康づくり、介護保険制度の分野においては、

それぞれ「健康日本 21（第 2次）」、国（厚生労働省）の

各種通知等によって予防重視型システムの方向性が打

ち出されていますが、障がいについても、その原因とな

り得る傷病を予防するとともに、障がいを早期に発見

して的確に内容を把握し、より良い方向付けを行い対

応していくことが重要になります。 

○ 障がいにつ

いての「予防」と

いう表現が、障が

いを持つ人の存

在を否定するか

のような誤解を

招くことがない

よう、その内容を

具体的に記述し

た。 
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問 （身体）あなたの身体障がいは何歳ごろに発生しましたか。

（H31 年度）／（精神）初めて精神科・神経科で診療を受けたのは

何歳ごろですか。（H31 年度） 

 

○ H31 年度のア

ンケート結果に

差替え。 

課題 

○ 生活習慣病をはじめとする疾病の予防や早期発見、早期治

療を行って、身体障がい等の発生予防・重度化の予防に努める

必要があります。また、乳幼児健康診査の充実などによる知的

障がい等の早期発見・早期対応（早期療育）等や、精神疾患の

早期発見・早期治療も重要です。 

 

（変更なし） 

 

○ 障がいのあ

る人の数が増加

している中で、予

防の重要性は低

下していないた

め。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

38 ○ 障がいや病気に対する専門的な医療サービスが必

要不可欠であるのと同時に、知的障がい者などでは、日

常の医療や歯科医療を受ける際にも障がいのために症

状を的確に伝えることができないことも、大きな課題の

一つとなっています。 

○ 障がいのある人が、その障がいを取り除いたり軽減

したりするために必要な治療や、難病の症状を抑えるた

めに必要な医療が、本人や家族の過度な負担なく受けら

れることは必要不可欠ですが、同時に、知的障がいのあ

る人などでは、通常の通院や歯科診療などを受ける際に

も、障がいのために、症状を的確に伝えることができな

い場合があることも、大きな課題の一つとなっていま

す。 

 

 

○ 「障がいや病気に対

する専門的な医療サー

ビス」の内容が不明のた

め、自立支援医療及び難

病医療の内容とした。 

○ 「日常の医療」の意

味がわかりづらいため

「通常の通院」に置換え

た。 

 

 

 

 

頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

39 ≪主な取組み≫ 

1－(4)－① 早期発見・療育の体制の充実 

（通番３０） 

●施策・事業名 母子保健事業の推進 

[重点取組非該当] 

●内容 新生児訪問、乳児育児相談、１歳６か月および

３歳児健康診査の際に医師等による内科診察・健康相談

等を行い、疾病や精神・運動発達の遅れを早期に発見し

て、事後指導・健康相談の充実を図ります。 

●所管課等 健康課 

●実施区分 継続 

 

≪主な取組み≫ 

1－(4)－① 早期発見・療育の体制の充実 

（通番３０） 

●施策・事業名 （変更なし） 

[重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 健康課 

●実施区分 継続 

 

○ 母子保健法で市町

村が実施することが定

められており、全ての児

童を対象に定期的に実

施することで疾病や障

害を早期に発見し、早期

治療、療育につなげるこ

とができるため。 
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（通番３１） 

●施策・事業名 療育システムの充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある乳幼児やその保護者が、必要な支

援を一貫して継続的に受けられるようにするため、関係

機関と連携を図り、ライフサポートファイルを活用する

などして、体制の整備・充実に努めます。 

●所管課等 社会福祉課 健康課 子育て支援課 学

校教育課 

●実施区分 継続 

（通番３１） 

●施策・事業名 ライフサポートファイルの活用 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある児童やその保護者が、年代ごとや

支援機関ごとの支援を一貫して継続的に受けられるよ

うにするため、関係機関と連携を図り、ライフサポート

ファイルを活用します。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

○ 事業等の名称が「療

育システムの充実」では

内容と一致せずわかり

づらいため。 

（通番３２） 

●施策・事業名 療育相談・指導の実施 

 [重点取組非該当] 

●内容 発達障がい児および発達障がいの疑いのある

児童を対象に、基本的な生活習慣や理解力、言語、社会

性を習得できるよう、療育・医療相談、個別指導・グル

ープ指導等個々に必要な指導や支援を行い、心身の発達

を促進・支援します。 

●所管課等 子育て支援課 

●実施区分 継続 

（通番３２） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 子育て支援課 

●実施区分 継続 

○ 発達障がい児およ

び発達障がいの疑いの

ある児童の利用者は増

加傾向であり、当事者お

よびその家族等の支援

に不可欠な制度となっ

ているため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

39 1－(4)－② 保健サービスの充実 

（通番３３） 

●施策・事業名 各種健（検）診事業の実施 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいがあっても受診しやすい環境づくりを心がけ、各

種がん検診および特定健康診査等を受診し、自らの健康管理に役

立てることができるよう図ります。 

●所管課等 健康課 保険年金課 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

1－(4)－② 保健サービスの充実 

（通番３３） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 健康課 保険年金課 

●実施区分 継続 

○ 健康管理に必

要であるため。 

（通番３４） 

●施策・事業名 歯科口腔保健の推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がい者（児）の口腔機能を維持するため、歯科保健指

導や歯科健康診査を実施します。 

●所管課等 健康課 

●実施区分 継続 

 

（通番３４） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 健康課 

●実施区分 継続 

 

○ 口腔機能を維

持するためには定

期的な歯科健康診

査や歯科保健指導

が必要であるた

め。 

1－(4)－③ 医療につなげる支援の充実 

（通番３５） 

●施策・事業名 生活習慣病予防の推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 健（検）診の後に、その結果に応じた生活習慣病予防に

関する情報を提供し医療につなげる支援を行います。 

●所管課等 健康課 

●実施区分 継続 

1－(4)－③ 医療につなげる支援の充実 

（通番３５） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 健康課 

●実施区分 継続 

○ 健診結果に応

じた生活習慣病の

重症化予防が必要

なため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

39 （通番３６） 

●施策・事業名 健康相談の実施 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人、難病患者およびその家族を対象

に、関係機関等との連携により健康問題に関する相談を実

施し、適切な医療が受けられるよう支援します。 

●所管課等 健康課 保健福祉相談室 

●実施区分 継続 

 

（通番３６） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人、難病患者およびその家族を対象

に、関係機関等との連携により健康問題に関する相談を実

施し、適切な医療が受けられるよう支援します。また、保健

師等が障がいのある人、難病患者の自宅や通所している市

内の事業所等を訪問し、健康管理に必要な相談・保健指導

や家族の健康管理に必要な相談を行います。 

●所管課等 健康課 

●実施区分 修正 

○ 必要な医療受診

につなげることで健

康の維持を図ること

ができるため。 

○ 見直し前の通番

4「訪問相談体制の

充実」は、内容が類

似するため本項目に

統合した。 

（通番３７） 

●施策・事業名 医療機関情報等の提供 

 [重点取組非該当] 

●内容 市民が病院の場所や診療時間、休診日、急病時の対

応などを知り、安心して生活を送れるよう、広報紙、ホーム

ページ、健康カレンダー等で医療機関等の情報を提供しま

す。 

●所管課等 健康課 

●実施区分 継続 

（通番３７） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 健康課 

●実施区分 継続 

○ 医療機関等の情

報は随時変更があ

り、情報提供が必要

であるため。 
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『第 4章 2 社会参加の支援・促進』 

頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

41 施策の方向 2－(1) 障がい児の保育・教育の充実 

【現状】 

障がいのある子どもの可能性を最大限伸ばし、将来の社会

的な自立や社会参加の実現を図るために、子どもたち一人ひ

とりの個性や適性に応じた保育・療育および教育が重要な役

割を果たすことから、本市では平成 13 年度からこども発達

センターを設置し、療育体制の充実を図っています。 

 教育分野では、障害の種類や程度に応じて特別の場で指導

を行う特殊教育から、通常の学級に在籍する学習障害（LD）、

注意欠陥／多動性障害（ADHD）、高機能自閉症等の児童・生徒

も含め、障害のある児童・生徒についてその一人ひとりの教

育的ニーズを把握し適切な教育的支援を行う特別支援教育

への転換が進められました。本市でも、障がいのある児童・

生徒の良さや可能性を伸ばし社会的な自立を図るための教

育活動を、特別支援教育コーディネーターを活用しながら推

進するとともに個別の指導計画を作成して、「個」に応じた指

導内容の充実に努めています。平成 27 年度現在、個別支援学

級を、市立の小学校（全 9校）に 20 学級、中学校（全 5校）

に 11 学級設置しています。また、言語障がいのために特別な

支援を必要とする児童のための通級指導教室が白井第三小

学校と南山小学校にあります。 

また、平成 23 年７月の障害者基本法改正によって、障害の

ある児童・生徒も障害のない児童・生徒もともに学ぶインク

ルーシブ教育システムの方向性が、特別支援教育と並ぶ学校

教育におけるもう 1本の柱として示されています。 

施策の方向 2－(1) 障がい児の保育・教育の充実 

【現状】 

障がいのある子どもの可能性を最大限伸ばし、将来の社会

的な自立や社会参加の実現を図るために、子どもたち一人ひ

とりの個性や適性に応じた保育・療育および教育が重要な役

割を果たすことから、本市では平成 13 年度からこども発達

センターを設置し、療育体制の充実を図っています。 

 教育分野では、障害の種類や程度に応じて特別の場で指導

を行う特殊教育から、通常の学級に在籍する学習障害（LD）、

注意欠陥／多動性障害（ADHD）、高機能自閉症等の児童・生徒

も含め、障害のある児童・生徒についてその一人ひとりの教

育的ニーズを把握し適切な教育的支援を行う特別支援教育

への転換が進められました。本市でも、障がいのある児童・

生徒の良さや可能性を伸ばし社会的な自立を図るための教

育活動を、特別支援教育コーディネーターを活用しながら推

進するとともに個別の指導計画を作成して、「個」に応じた指

導内容の充実に努めています。令和 2 年度現在、個別支援学

級を、市立の小学校（全 9校）に 28 学級、中学校（全 5校）

に 12 学級設置しています。また、言語障がいのために特別な

支援を必要とする児童のための通級指導教室が白井第三小

学校と南山小学校にあります。 

また、平成 23 年７月の障害者基本法改正によって、障害の

ある児童・生徒も障害のない児童・生徒もともに学ぶインク

ルーシブ教育システムの方向性が、特別支援教育と並ぶ学校

教育におけるもう 1本の柱として示されています。 

○ 施策に大

きい変化はな

いため、本文は

変更なし。 

○ 個別支援

学級数の増加

を反映。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

41 課題 

○ 引き続き、さまざまな障がいのある児童・生徒を学校

教育全体の中で受けとめ、多様な教育（特別支援教育）を

展開することにより、障がいのある個々の児童・生徒に応

じた最も適切な教育の場を確保していくことが必要です。 

（変更なし） ○ これらの課題

の重要性が低下し

ていないため。 

○ また、児童・生徒の指導に当たる教職員が障がいや障

がいのある児童・生徒に関する認識と理解を深める必要が

あることから、教職員への研修を充実させることが重要に

なります。 

○ ノーマライゼーションの理念や「ともに生き、ともに

参加する地域」を実現するためには、子どもの頃から障が

いのあるなしにかかわらず「ともに育ち、ともに学ぶ」と

いう考え方が大切であることから、学校教育において障が

いのある児童・生徒と障がいのない児童・生徒との交流教

育を拡充するとともに、放課後児童対策の推進を図ること

が必要です。 

 

○ ノーマライゼーションの理念や「ともに生き、ともに

参加する地域」を実現するためには、子どもの頃から障が

いのあるなしにかかわらず「ともに育ち、ともに学ぶ」と

いう考え方が大切であることから、学校教育において障が

いのある児童・生徒と障がいのない児童・生徒との交流教

育を拡充することが必要です。 

○ 交流教育の拡

充と放課後児童対

策の推進は同じ目

的ではないため、

項目を分割した。 

○ 学校の放課後や長期休暇中にも、生活能力向上のため

の訓練等を継続的に提供することや居場所づくりのため、

放課後児童対策の推進を図ることが必要です。 

 

○ 義務教育就学前の障がいのある子どもの育成に関し

ては、保育園等への障がい児の受け入れの促進や障がい児

の通園訓練への支援に努めることが必要となります。 

 

○ 生涯にわたる人間形成に極めて重要な時期である乳

幼児期の子どもについては、充実した毎日を過ごし、障が

いの状態や発達の過程・特性等に配慮しながら成長を支援

することが重要であるため、児童発達支援の利用や、保育

園等における受入れの促進等に努めることが必要となり

ます。 

 

○ 現行文では支

援内容の必要性が

読み取れないた

め、目的を加筆す

るとともに、「通園

訓練」を「児童発達

支援」に修正。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

42 ≪主な取組み≫ 

2－(1)－①早期療育・保育の充実 

（通番３８） 

●施策・事業名 療育システムの充実〔再掲〕 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある乳幼児やその保護者が、必要な支

援を一貫して継続的に受けられるようにするため、関係

機関と連携を図り、ライフサポートファイルを活用する

などして、体制の整備・充実に努めます。 

●所管課等 社会福祉課 健康課 子育て支援課 学

校教育課 

●実施区分 継続 

≪主な取組み≫ 

2－(1)－①早期療育・保育の充実 

（通番３８） 

●施策・事業名 ライフサポートファイルの活用〔再掲〕 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある児童やその保護者が、年代ごとや

支援機関ごとの支援を一貫して継続的に受けられるよ

うにするため、関係機関と連携を図り、ライフサポート

ファイルを活用します。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

○ 事業等の名称が「療

育システムの充実」では

内容と一致せずわかりづ

らいため。 

 

※通番 31 の再掲 

（通番３９） 

●施策・事業名 療育相談・指導の実施〔再掲〕 

 [重点取組非該当] 

●内容 発達障がい児および発達障がいの疑いのある

児童を対象に、基本的な生活習慣や理解力、言語、社会

性を習得できるよう、療育・医療相談、個別指導・グル

ープ指導等個々に必要な指導や支援を行い、心身の発達

を促進・支援します。 

●所管課等 子育て支援課 

●実施区分 継続 

 

（通番３９） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 子育て支援課 

●実施区分 継続 

 

○ 発達障がい児および

発達障がいの疑いのある

児童の利用者は増加傾向

であり、当事者およびそ

の家族等の支援には不可

欠な制度となっているた

め。 

 

※通番 32 の再掲 
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（通番４０） 

●施策・事業名 保育園における受け入れの推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 公立保育園における障がい児の入所受け入れ

体制の充実に努め、障がい児が自立していけるよう一人

ひとりの個性や適性に応じた保育を行います。 

●所管課等 保育課 

●実施区分 継続 

（通番４０） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 市内保育所等における障がい児の入所受け入

れ体制の充実に努め、障がい児が自立していけるよう一

人ひとりの個性や適性に応じた保育を行います。 

●所管課等 保育課 

●実施区分 修正 

○ 障がいのある児童の

保護者が就労などにより

日中の保育が困難である

場合に受け入れを行うた

め継続が必要。 

2－(1)－② 学校教育（特別支援教育）の推進 

（通番４１） 

●施策・事業名 就学相談の充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 一人ひとりの障がい、能力、適性等に応じた教

育ができるよう、就学指導委員会など相談体制の整備を

図り、適切な就学相談を行います。 

●所管課等 学校教育課 

●実施区分 継続 

2－(1)－② 学校教育（特別支援教育）の推進 

（通番４１） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 教育支援課 

●実施区分 継続 

○ 学校生活において、

一人ひとりの障がい、能

力、適性等に応じた教育

を整えるために不可欠な

相談窓口であるため。 

（通番４２） 

●施策・事業名 通級指導の充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 言語に軽度の障がいのある児童が、ほとんどの

授業を通常の学級で受けながら障がいの状態に応じて

特別な指導を受けることができる通級指導教室の充実

を図るとともに、通級指導教室に自家用車で通う児童の

保護者にガソリン代の補助を行います。 

●所管課等 学校教育課 

●実施区分 継続 

（通番４２） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 教育支援課 学校政策課 

●実施区分 継続 

○ 言語に軽度の障がい

のある児童が、ほとんど

の授業を通常の学級で受

けることを保障し、自家

用車で通う児童の保護者

に補助を行うことで、送

迎の負担を軽減できるた

め。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

42 （通番４３） 

●施策・事業名 個別支援学級の充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいの種類や程度に応じた教育ができるよ

う、施設・設備の充実や学級の開設を図り、必要に応じて

介助員を配置します。 

●所管課等 学校教育課 

●実施区分 継続 

 

（通番４３） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 教育支援課 学校政策課 

●実施区分 継続 

○ 今後も児童生徒の障

がい種類や程度に応じ

て、きめ細かな指導・支

援を行えるように配置し

ていく。 

（通番４４） 

●施策・事業名 教職員の研修の充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 教職員の障がい者（児）理解を深めるため、研修

等の充実を図ります。 

また、個別支援学級の担任について各種研修を充実さ

せ、担当教諭の資質の向上に努めます。 

●所管課等 学校教育課 

●実施区分 継続 

 

（通番４４） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 教育支援課 

●実施区分 継続 

○ 学校における特別支

援教育の充実のために

は、教職員への啓発、個

別支援学級担当教諭の資

質向上が必要であり、そ

の手段として研修の実施

は不可欠なため。 

2－(1)－③ インクルーシブ教育システムの推進 

（通番４５） 

●施策・事業名 交流教育の充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 各学校の計画に基づき、障がいのある児童・生徒

と障がいのない児童・生徒との交流教育を推進します。 

●所管課等 学校教育課 

●実施区分 継続 

2－(1)－③ インクルーシブ教育システムの推進 

（通番４５） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 教育支援課 

●実施区分 継続 

○ 各学校の計画に基づ

き、障がいのある児童・

生徒と障がいのない児

童・生徒との交流教育を

行うことで、インクルー

シブ教育システムの推進

を図ることができるた

め。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

43 （通番４６） 

●施策・事業名 障がい者理解の促進 

 [重点取組非該当] 

●内容 小中学校において、障がい者理解のため、

ボランティア活動や福祉活動などの充実を図るとと

もに、障がい者理解の学習や障がいのある人との交

流教育を進めるなどの福祉教育を推進します。 

●所管課等 学校教育課 教育センター室 

●実施区分 継続 

（通番４６） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 教育支援課 

●実施区分 継続 

○ 福祉活動の充実や福祉教育の推進

によって、障がい者への正しい理解と

認識の定着を促進するため。 

2－(1)－④放課後対策の充実 

（通番４７） 

●施策・事業名 学童保育への受け入れ体制の整備 

 [重点取組非該当] 

●内容 指導員を加配して障がいのある児童を学童

保育所で受け入れ、健全育成を図ります。 

●所管課等 保育課 

●実施区分 継続 

2－(1)－④放課後対策の充実 

（通番４７） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 保育課 

●実施区分 継続 

○ 障がいのある児童の保護者が就労

等により日中の保育が困難である場合

に受け入れを行うため。 

（通番４８） 

●施策・事業名 放課後対策事業の実施 

 [重点取組非該当]  

●内容 特別支援学校通学児など障がいのある中高

生に放課後の活動場所を提供するため、障害者支援

センターでの受け入れ（基準該当児童デイサービス

事業）を実施します。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番４８） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当]  

●内容 特別支援学校通学児など障がいのある

小中高生に放課後の活動場所を提供するため、

指定放課後等デイサービス事業所へ障害児通

所給付費の支給を行います。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

○ 現在、児童デイサービス事業は放

課後等デイサービス事業に制度変更さ

れている。また、市内の提供事業所は

障害者支援センター以外にも増加して

いる。 

○ 放課後等デイサービスの利用者数

は増加を続けており、障がいのある人

やその家族等の支援に不可欠な制度と

なっているため内容は継続。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

44 施策の方向 2－(2) 就労の支援・促進 

【現状】 

就労することは、生活していくための糧や生きがいな

どを得るための手段であるだけでなく、社会参加の最た

るものの一つでもあると言え、障害者総合支援法および

それに基づく国の基本指針などにおいても、特に力を入

れて取り組んでいくべき事項と位置づけられてきまし

た。 

本市では、就労支援員を配置して相談対応、関係機関

訪問、定着支援等を実施し、障がいのある人の就労を支

援していますが、市内における雇用の場は限られている

のが現状です。 

また、民間事業者における障がい者雇用を促進するた

めには、まず市役所および関連機関が率先して障がい者

雇用を励行することが重要ですが、障害者の雇用の促進

等に関する法律（障害者雇用促進法）が改正され、平成

25 年４月１日から法定雇用率が、下記の表のように変

わっています。 

障害者法定雇用率 

区分 
法定雇用率 

（平成 25 年 4 月 1日～） 

民間企業 2.0％ 

国および地方公共団体等 2.3％ 

都道府県等の教育委員会 2.2％ 

 

 

施策の方向 2－(2) 就労の支援・促進 

【現状】 

就労することは、生活していくための糧や生きがいなどを得る

ための手段であるだけでなく、社会参加の最たるものの一つでも

あると言え、障害者総合支援法およびそれに基づく国の基本指針

などにおいても、特に力を入れて取り組んでいくべき事項と位置

づけられてきました。 

本市では、就労支援員を配置して相談対応、関係機関訪問、定着

支援等を実施し、障がいのある人の就労を支援していますが、市

内における雇用の場は限られているのが現状です。 

民間事業者における障がい者雇用を促進するためには、市が率

先して障がい者雇用を励行することが重要です。市では平成 30 年

度から、市役所内に「チャレンジドオフィスしろい」を創設し、就

労の場の提供と企業等への就職に向けた支援を行っています。 

一方、障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）

による法定雇用率は年々上昇しており、より一層の取組みが求め

られています。 

障害者法定雇用率 

時期 民間企業 国および地方公共

団体等 

都道府県等の教育委

員会 

H25 年 4 月～ 2.0％ 2.3％ 2.2％ 

H30 年 4 月～ 2.2％ 2.5％ 

（H31 年度白井市

実績 2.57%） 

2.4％ 

（H31 年度白井市教

委実績 3.66%） 

R3 年 4 月～ 2.3％ 2.6％ 2.5％ 
 

○ チャレン

ジドオフィス

しろいの開始

を追記。 

○ 現行計画

策定以降の法

定雇用率の推

移と、市におけ

る直近の実績

値を追記。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

44 平成 25 年 4 月から障害者優先調達推進法が施行さ

れ、国、都道府県、市町村等による障害者就労施設等か

らの物品調達の推進などに関し、障害者就労施設等の

受注の機会を確保するために必要な事項等を定めるこ

とにより、施設等が供給する物品等について需要の増

進が図られています。本市では白井市障害者就労施設等

からの物品等の調達方針を、毎年度制定しています。 

本市には障がいのある人の就労・自立に向けての訓

練、また福祉的就労の場として平成 27 年度現在、就労

継続支援Ｂ型事業所「みのり」・「ぽけっと」、自立訓練

(生活訓練)施設「第２ぽけっと」があり、障がいのある

人が就労したり就労訓練を受けたりしています。 

 

平成 25 年 4 月から、国等による障害者就労施設等か

らの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者優先

調達推進法）が施行され、国、都道府県、市町村等は、

障害者就労施設等の受注の機会を増やすよう努めると

ともに、障害者就労施設等からの物品等の調達を推進

するための方針を作成しなければならないこととされ

ています。この法律に基づき、本市では、「白井市障害

者就労施設等からの物品等の調達方針」を毎年度制定し

ています。 

また、障害福祉サービス事業所として、本市には、平

成 31 年度末現在、就労に向けた訓練や就職後の定着支

援を行う「就労移行支援・就労定着支援事業所」が 1 箇

所、福祉的就労の場を提供し知識や能力の向上を図る

「就労継続支援事業所」が 5箇所あり、事業所ごとに特

色のある支援を行っています。 

○ 法律の内容説明を平易

なものにした。 

○ 障害福祉サービス事業

所の紹介については、箇所

数が増えているため、就労

系事業所の箇所数のみにと

どめた。 

課題 

○ 民間事業所や官公署における一般就労に向け、今

後、事業主への働きかけや公共職業安定所（ハローワー

ク）や他市町村との連携を図っての障がい当事者への

情報提供など、関係機関と連携してよりいっそうの支

援に取り組んでいく必要があります。 

課題 

○ 企業や官公署における一般就労に向けて、事業主へ

の働きかけ、公共職業安定所（ハローワーク）や障害者

就業・生活支援センターとの連携等により、就職先の確

保に努めていく必要があります。 

○ 連携先としての重要性

は他市町村より障害者就

業・生活支援センターのほ

うが高いため。 

○ 主な支援の内容を「就

職先の確保」と具体化した。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

44 ○ また、各種の職業訓練施設について障がいのある人

への周知を行い、それら施設との連携を強化していくこ

とも必要です。 

 

○ 就労移行支援・就労定着支援事業所をはじめとする

就労支援機関の利用を促進し、一般就労を目指す人に必

要な知識・能力の向上の機会や、就職後の定着支援を提

供していくことも必要です。 

○ 内容の具体性を高

めるため、 就労に向け

たトレーニングの場と

して身近な存在である

就労移行支援を例示す

るとともに、就職後にお

ける職場定着のための

支援も重要であること

を示した。 

 

○ 障がいのある人の中には、民間事業所や官公署にお

ける一般就労が困難な人も少なくなく、そのため福祉的

就労の場の整備・充実が重要な課題となっています。 

○ 障がいのある人の中には、企業や官公署における一

般就労が困難な人も少なくないため、福祉的就労の場の

整備・充実も重要な課題となっています。このため、市

内での就労支援事業所の運営や新規開設を側面から支

援し、活動内容・活動環境のいっそうの充実を図ってい

くことが必要です。 

○ どちらも福祉的就

労の場の整備に関する

項目であるため統合し

た。 

○ 民営の事業所への

金銭面等での直接的な

支援は困難であるため、

支援については「側面支

援」とした。 

○ 市内の各就労支援事業所への支援を継続して活動

内容・活動環境のいっそうの充実を図っていくこととと

もに、新たな事業所開設を支援・促進する施策等が必要

です。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

46 ◇白井市の就労支援体制（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） ○ 平成 18 年度策定の

前身計画から載ってい

る図であり、就労をめ

ぐる状況が多様化した

現状をわかりやすく表

せなくなっているた

め。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

45 ≪主な取組み≫ 

2－(2)－① 一般就労の促進 

（通番４９） 

●施策・事業名 障がい者雇用への理解の促進 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がい者雇用の義務、障がいのある人の職業の安

定について中小企業等の事業主へ周知するとともに、各種

支援・助成制度の活用や優遇措置についても周知を図りま

す。 

●所管課等 商工振興課 

●実施区分 継続 

 

≪主な取組み≫ 

2－(2)－① 一般就労の促進 

（通番４９） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 市地域自立支援協議会に就労支援部会を設置

し、事業者も交えて議論することなどにより、障がい者

雇用についての事業者の理解促進を図ります。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

○ 障がい者雇用の

促進には雇用者の理

解を得ていくことが

不可欠であるが、市

から企業等に直接周

知できる機会は乏し

いため、自立支援協

議会等を活用した理

解促進を中心とす

る。 

（通番５０） 

●施策・事業名 連携の推進・強化 

 [重点取組非該当] 

●内容 国・県（公共職業安定所）との連携を推進・強化

し、相談と情報提供など、きめ細やかで親切かつ適切な対

応を図ります。また、特別支援学校、職業訓練校、事業主

等の関係機関と連携することにより、相談や指導の体制を

支援します。 

●所管課等 商工振興課 

●実施区分 継続 

 

（通番５０） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 公共職業安定所（ハローワーク）や障害者就業・

生活支援センターとの連携を推進・強化し、相談と情報提

供など、適切な対応を図ります。また、特別支援学校、障

害福祉サービス事業所、事業主等の関係機関と連携するこ

とにより、相談や指導を行います 

●所管課等 障害福祉課 産業振興課 

●実施区分 修正 

 

○ 連携先機関の修

正と、曖昧な修飾語

の削除。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

45 （通番５１） 

●施策・事業名 就労・生活支援機能の整備 

 [重点取組非該当] 

●内容 地域生活支援センターなど地域の核となる施設に

相談支援事業を委託し、障がいのある人の就労に関する相

談に生活全般の問題も含めて対応・調整できるよう、相談機

能の充実を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番５１） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人の就労に関する相談に、

生活全般の問題も含めて対応・調整できるよう、

市内委託相談事業所や障害者就業・生活支援セン

ターとの連携の充実を図ります。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

○ 地域生活支援センターへ

相談委託は必要ではあるもの

の、就労へ向けた生活全般の

相談は、市内の委託相談事業

所や、就業・生活支援センタ

ーとの連携の充実の方が現実

的なため。 

（通番５２） 

●施策・事業名 一般就労の支援  

 [重点取組非該当] 

●内容 就労支援員を設置し、一般就労に向けた職場実習

や体験の機会を提供します。特に市役所での職場実習がよ

り多くの部署で実施できるよう、研修等により、各課職員の

理解の促進に努めます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

（通番５２） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 就労支援員を設置し、一般就労に向けた

相談に応じます。また、チャレンジドオフィスで

知的障がい者・精神障がい者を雇用し業務を行う

ことで一般就労へ向けた支援を行い、特別支援学

校の生徒や障害者就労支援事業所へ通所する人に

対し職場実習の機会を提供します。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

○ H30 年度から実施してい

るチャレンジドオフィスを加

えた。 

○ 市職員への研修は、障害

者就労のためにとどまらず、

より全体的な障害者差別解消

の促進に必要であり、通番

65「職員等の研修機会の充

実」で定めるため、本項目か

らは削除した。 

（通番５３） 

●施策・事業名 公共機関における障がい者雇用の推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 市役所、図書館などの公共施設において、障がいの

ある人の雇用を推進し、法定雇用率以上の雇用に努めます。 

●所管課等 総務課 

●実施区分 継続 

（通番５３） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 総務課 

●実施区分 継続 

○ 令和 2年度策定予定の障

害者活躍推進計画に基づき、

障がい者雇用を推進していく

必要があるため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

45 2－(2)－② 福祉的就労の促進 

（通番５４） 

●施策・事業名 福祉施設の整備の推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 地域自立支援協議会と連携を図りながら、通

所事業所の整備に努めるとともに、グループホーム、

地域活動支援センター（地域生活支援センター）等の

福祉施設の整備の支援を行います。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

2－(2)－② 福祉的就労の促進 

（通番５４） 

●施策・事業名 就労継続支援事業の利用促進 

 [重点取組非該当] 

●内容 福祉的就労の機会を拡大するため、市福祉作

業所における就労継続支援事業を運営するとともに、

市内外の就労継続支援事業所の情報を積極的に提供

し、利用を促進します。  

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

○ 現行文では、グループ

ホームや地域活動支援セン

ター等、福祉施設の全般的

な整備が含まれているが、

本来の主旨を踏まえ対象を

就労継続支援事業に一本化

した。 

また、障害福祉サービス

事業の施設確保は障害福祉

計画で取り扱うことから、

本計画では利用促進を主に

することとした。 

 

（通番５５） 

●施策・事業名 「優先調達」の推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 白井市障害者就労施設等からの物品等の調達

方針の内容を、調達実績とともに公表します。また、市

の各部課に市内就労施設等が供給できる物品等につい

て情報提供し、物品等調達額の増加に努めます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番５５） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

○ 継続的に行い定着を図

る必要があるため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

47 施策の方向 2－(3) 各種活動の支援・促進 

【現状】 

人の生活の質を向上させるうえで、スポ

ーツ・レクリエーション、文化芸術等にふれ

る余暇活動は重要な役割を果たしますが、

現在、障がいのある人のスポーツ活動につ

いては、梨マラソン大会への特別支援学校

の生徒の参加や県の障害者スポーツ大会へ

の参加などがあり、また県内初の障害児者

のためのスポーツクラブ「しろいチャレン

ジド・スポーツクラブ」も開始されていま

す。 

施策の方向 2－(3) 各種活動の支援・促進 

【現状】 

人の生活の質を向上させるうえで、スポーツ・レクリエーショ

ン、文化芸術等にふれる余暇活動は重要な役割を果たします。 

現在、障がいのある人のスポーツ活動への支援については、千

葉県障害者スポーツ大会の参加募集・運営補助や、障がいの有無

にかかわらず軽スポーツやレクリエーションを通じた交流を促

進する「ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツ」の開催など

があり、また、国のスポーツ基本計画に基づき、地域住民が自主

的に運営する総合型地域スポーツクラブとしては県内初の障が

い児者のためのクラブである「しろいチャレンジド・スポーツク

ラブ」も活動しています。 

○ 梨マラソンへの特別支

援学校生徒の招へい等は現

在は行っていない。一方で、

チャレンジパーソンスポー

ツの開催が載っていないた

め追記。 

○ 「しろいチャレンジド・

スポーツクラブ」の大枠とな

る総合型地域スポーツクラ

ブの概要を追記。 

文化活動に関しては、文化会館やプラネ

タリウム館に車いす席などを設けているほ

か、図書館では障がいのある人へ資料の無

料郵送や宅配、貸し出し期間延長などの柔

軟なサービスを行っています。 

文化活動への支援に関しては、千葉県身体障害者作品展への出

展募集・補助や、市保健福祉センターロビーでの書画・陶芸等の

作品展示等を行っています。また、図書館では障がいのある人へ

資料の郵送や宅配、貸し出し期間延長などの柔軟なサービスを行

っています。 

○ 車いす席の設置は文化

活動の支援とは言い難い。ま

た、公共施設のバリアフリー

については 3-（2）「バリアフ

リー、ユニバーサルデザイン

の推進」で取扱う。 

また、障がいのある人が社会や地域に完

全に参加しているとはまだ言い難いのが現

状であり、例えば、肢体不自由者や視覚障が

い者、聴覚障がい者などは、その障がいによ

って外出や情報の収集、コミュニケーショ

ンの確保に大きなハンディキャップを抱え

ています。 

 

障がいのある人が、スポーツや芸術、地域活動等に積極的に参

加していくためには、障がいの種類や程度に応じた支援が必要で

す。例えば、肢体不自由、視覚障がい、聴覚障がいがある人など

は、外出、情報収集、コミュニケーションの確保等に大きなハン

ディキャップを抱えており、これらについての支援が適切に行わ

れる必要があります。市では、福祉タクシー事業、福祉車両「ゆ

うあい号」の貸出し、コミュニティバス「ナッシー号」の運行、

障害福祉サービスによる同行援護、地域生活支援事業による手話

通訳派遣や移動支援、市社会福祉協議会への委託による外出支援

サービス等を行っています。 

○ 外出・コミュニケーショ

ンに関する直接的な支援に

ついては、本項と後記 3-（2）

に分散してしまっているた

め、本項に集約する。また、

これらの支援を本項で取扱

うことに関して、前文からの

自然な流れができるよう書

き出しを改めた。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

47 障がいのある人にとって、障がい関連団体の存在

は、相談・情報提供の場、支えあい・助けあいの場、

レクリエーションや社会参加の場として果たす役割

が大きく、かけがえのないものとなっており、障がい

のある人やその家族が運営している各種当事者団体

活動への支援も重要です。平成 27 年度現在、市内には

身体障害者友の会「にこにこ」、「心身障害児者父母の

会」、「聴覚障害者友の会」、視覚障がい者の「あゆみの

会」、発達障がい児の親の会「いちごの会」、精神障害

者家族会「しらゆりの会」などがあります。 

障がいのある人にとって、当事者やその家族等によって

運営される団体の存在は、相談、情報交換、支えあい・助け

あい、レクリエーションや社会参加の場として果たす役割

が大きく、かけがえのないものとなっていることから、これ

らの団体の活動への支援も重要です。平成 31 年度末現在、

市内には、「白井市身体障害者友の会 にこにこ」、「白井市

手をつなぐ育成会」、「白井市聴覚障害者協会（友の会）」、

「白井市視覚障害者白井あゆみの会」、市こども発達センタ

ー利用児の保護者による「いちごの会」、精神障がいのある

人の家族による「しらゆりの会」などの団体があり、それぞ

れの目的に応じた特色のある活動が行われています。 

 

 

○ 主語が「障がい関連

団体」では対象が曖昧で

あるため具体的に記載。 

また、団体名等を現状

に則して修正。 

課題 

○ 引き続き、すべての人が気軽に参加できるよう、

スポーツ・文化等の活動の充実、サークル活動などの

自主的な活動への支援が必要です。 

 

 

課題 

○ さまざまな障がいのある人が、スポーツや文化活動な

どにできる限り気軽に参加できるよう、活動メニューの充

実や、サークル活動などの自主的な活動への支援を継続し

ていくことが必要です。 

○ 上記【現状】の順序

に合わせて課題の順序

も入替えた。 

○ 現行文の「すべての

人が気軽に」の記述は現

実を直視していないと

も受け取れるため修正。 
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○ 障がいのある人などの日常生活の利便性の向上

を図り、自立と社会参加を促進するために、障がいの

ある人などが迅速かつ的確に情報を収集しコミュニ

ケーション手段を確保できる環境づくりと、外出・移

動手段の整備が、重要な課題であり続けます。 

○ 障がいのある人の各種活動の機会を増やし、社会参加

を促進するためには、情報を滞りなく的確に把握し、コミ

ュニケーションをとれることや、外出・移動手段の確保す

ることが必要であり、これらについての支援を障がいの種

類や程度に応じて適切に行っていくことは重要な課題で

す。特に、コミュニケーションについては、急速に進化する

情報コミュニケーション技術を活用できるような支援が必

要となっています。 

 

○ 情報技術の活用は

コミュニケーション支

援の一環として捉えら

れるため項目を統合。 

○ 「ICT」という用語は

わかりづらいため日本

語に置換え。また、スマ

ホの普及等、利用手段は

多様化しているため、パ

ソコン利用の支援を特

に例示することは取止

め。 

 

○ ＩＣＴの急速な進展により、障がいのある人も自

宅などにいながら世界とつながり、他者とコミュニケ

ーションをとって必要な情報の収集や発信を行うこ

とが可能になっているため、それに対応して、ＩＣＴ

技術の向上やパソコンを利用するための支援等が必

要となっています。 

○ 計画策定に向けた障がい者団体懇話会において

は、各障がい関連団体の新規会員の獲得が困難で会員

数が減少していること等が共通の課題として挙げら

れており、本市では今後とも、いっそうの活性化につ

ながる支援を行っていく必要があります。 

 

○ 障がいのある人やその家族等による団体については、

新規加入者の減少や会員の高齢化などによる会員数の減少

に苦慮しているケースもあることから、団体活動の活性化

につながる支援を継続的に行っていく必要があります。 

○ 障がい者団体懇話

会は、前身計画策定時の

実施事項であるため削

除。 

○ 会員数減少の理由

として、今回のヒアリン

グの結果をもとに、会員

の高齢化を加えた。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

48  ≪主な取組み≫ 

2－(3)－① 外出、コミュニケーション支援施策の推進 

（通番５６） 

●施策・事業名 外出支援対策の推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人の外出機会を拡大するため、福祉タク

シー事業や地域生活支援事業の移動支援事業・意思疎通支援事

業の推進のほか、福祉車両の貸し出しや通院の送迎など地域の

ニーズに合ったサービスの推進を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 社会福祉協議会 

●実施区分 継続 

 ≪主な取組み≫ 

2－(3)－① 外出、コミュニケーショ

ン支援施策の推進 

（通番５６） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 社会福祉協

議会 

●実施区分 継続 

 

○ 引き続き利用者ニーズの把握

に務め、事業を行っていく必要があ

るため。 

（なし） 

 

（通番５７） 

●施策・事業名 コミュニティバスの

継続的な運行 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人を含めた交通

弱者の日常生活における移動手段等を

確保するため、コミュニティバスの充

実を図りながら継続的に運行します。 

●所管課等 都市計画課 

●実施区分 修正 

○ 路線バスが運行していない区

域などの交通不便地域の解消や、交

通弱者の移動手段の確保等のため、

継続した運行が必要。 

○ 現行計画では施策 3-(2)-①

「外出環境の整備（福祉のまちづく

り）」（通番 75）にあるが、移動に係

る支援として本施策に移動。 

○ また、白井市地域公共交通網形

成計画での表記に合わせ、「循環バ

ス」を「コミュニティバス」に修正。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

48 （通番５７） 

●施策・事業名 多様な活動機会の提供 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人のニーズに合わせてコミュニケ

ーション支援の事業、ボランティア活動などを活用して

ガイドヘルパー、手話通訳者等介助者・支援者を派遣し、

さまざまな活動に参加する機会の提供を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 社会福祉協議会 

●実施区分 継続 

 

（通番５８） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容  障がいのある人のニーズに合わせ、障害福祉サー

ビスによる同行援護、地域生活支援事業の意思疎通支援事

業、ボランティア活動などを活用して、支援員や手話通訳者

等を派遣し、さまざまな活動に参加する機会の提供を図りま

す。 

●所管課等 障害福祉課 社会福祉協議会 

●実施区分 修正 

 

○ ガイドヘルパ

ー派遣事業から同

行援護への移行、

コミュニケーショ

ン支援事業から意

思疎通支援事業へ

の制度変更等を反

映。 

2－(3)－② スポーツ・文化芸術活動等の促進 

（通番５８） 

●施策・事業名 スポーツ・文化等活動の支援・促進 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人も気軽に参加しやすい行事、講

座、教室など障がいのある人のスポーツ・文化芸術・レ

クリエーション活動を支援・促進し、指導者の育成、施

設のバリアフリー化、学校体育施設の開放、サークル活

動への参加相談、援助者の配置、外出の支援など障がい

のある人の社会参加・利用促進を図ります。 

●所管課等 生涯学習課 文化課 社会福祉課 保育課 

●実施区分 継続 

2－(3)－② スポーツ・文化芸術活動等の促進 

（通番５９） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人も気軽に参加しやすい行事・講座・

教室の開催、指導者の育成、学校体育施設の開放、サークル

活動への参加相談などを行い、障がいのある人のスポーツ・

文化芸術・レクリエーション活動を支援・促進します。 

●所管課等 障害福祉課 生涯学習課 

●実施区分 修正 

○ 「援助者の配

置、外出の支援等」

は通番 57（見直し

後の通番 58）「多様

な活動機会の提

供」で、また、「施

設のバリアフリー

化」は、通番 72「公

共施設のバリアフ

リー、ユニバーサ

ルデザインの推

進」で取り上げて

いるため、本項目

からは削除。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

48 （通番５９） 

●施策・事業名 「ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツ」

の推進 

[重点取組非該当] 

●内容 市と他団体との共同で開催している「ふれあい広場チャ

レンジパーソンスポーツ」への障がい当事者の参加を促進し、社

会参加の実現を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

（通番６０） 

●施策・事業名 （変更なし） 

[重点取組非該当] 

●内容  （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

 

○ 定期的に

開催し定着を

図る必要があ

るため。 

2－(3)－③ 当事者団体等の育成・支援 

（通番６０） 

●施策・事業名 障がい者団体の育成・支援 

 [重点取組非該当] 

●内容 身体障害者福祉センター、地域福祉センターを中心とし

て、障がい者関連団体の活動の場の提供や育成を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 社会福祉協議会 

●実施区分 継続 

2－(3)－③ 当事者団体等の育成・支援 

（通番６１） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 障害者地域活動支援センター、地域福祉センタ

ーを中心として、障がい者関連団体の活動の場の提供や

育成を図ります。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

○ センター名

称の変更を反

映。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

48 （通番６１） 

●施策・事業名 団体間のネットワークづくりの支援 

 [重点取組非該当] 

●内容 当事者団体相互の連携の強化とネットワーク

づくりを支援します。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

（通番６２） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

○ 継続的に行い定着を

図っていく必要があるた

め。 

（通番６２） 

●施策・事業名 家族への支援 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人の家族について、団体に属し

ているかいないかにかかわらず、相談等、支援に努め

ます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

 

 

 

 

（削除） ○ 家族への支援として

は、正しい知識の情報提

供等が重要となるが、現

行文では内容が曖昧であ

ることと、この施策に記

載している理由が不明で

あることから、施策 1-

(1)-③「情報提供の充

実」（見直し後の通番

15）に移動し、内容も修

正する。 
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『第 4章 3 快適で人にやさしいまちづくりの推進』 

頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

49 施策の方向 3－(1) 福祉活動の促進 

【現状】 

本市においては、市民に向けてさまざまな形で充実した

広報・啓発・普及活動を行うよう努めていますが、社会に

おける障がいのある人への理解はまだ不十分で、意識上の

障壁（バリア）が存在しており、「心のバリアフリー」が達

成されたとは言い難い状況です。 

 

 

 

【〔参考〕障がいのある人への差別・偏見があると思うか】 

 

施策の方向 3－(1) 福祉活動の促進 

【現状】 

障害者手帳を所持しない人への平成 31 年度のアンケート結

果では、地域社会の中において障がいのある人に対する意識等

に「特別なへだたり」があると思う人が 6割以上を占めており、

その理由としては「障がいのある人を特別視する風潮がある」

が最も多くなっています。このように、社会における障がいの

ある人への意識上の障壁（バリア）は未だ存在しており、「心の

バリアフリー」が達成されたとは言い難い状況になっています。 

 

問 地域社会の中で、障がいのある人に対する意識等に、特別なへだたりが

あると思いますか。 

 

 

 

 

問 前問で「ある」と答えた理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 障がいの

ある人への意

識上の障壁が

残っているこ

とを具体的に

示す事例に置

換え。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

49 また、障がいのある人が地域自立生活を続ける上では、

保健・医療・福祉サービスの担い手とともに、ボランティ

アや NPO による支えが不可欠になっています。 

 

 

また、障がいのある人が生活していくうえで、現在では、

交流、話し相手、配食、外出といった多様な分野の支援活

動がボランティアによって提供されています。ボランティ

ア活動には、公的サービスとは異なり、提供者と利用者の

区別のない仲間関係が醸成されやすいという特徴がある

ほか、災害時支援の取組みなど、活動内容と担い手の裾野

が広がっており、保健・医療・福祉等の公的サービスと並

び、不可欠な存在になっています。 

○ ボランティアが

不可欠となっている

背景を追記。 

○ NPO は、どちら

かといえば公的サー

ビス部門で多くの役

割を担っているため

記述から外した。 

課題 

○ 「障がいのある人もない人もともに生き」る地域づく

りの実現のため、障がいや障がいのある人についての正し

い理解と認識の定着を促進していくことが必要です。 

課題 

○ 障がいのある人もない人も共に生きる地域の実現に

向けて、障がいや、障がいのある人についての正しい理解

と認識の定着を促進していくため、「広報しろい」や社会

福祉協議会が発行している「社協しろい」をはじめ、ホー

ムページ、パンフレット類の窓口配布など、多様な方法に

より、市民への広報・啓発を積極的、継続的に行っていく

必要があります。 

○ 現行文の 1 項目

目は具体性に乏しい

ため、2 項目目と統

合。 

○ 「広報しろい」や社会福祉協議会が発行している「社

協しろい」、各公式ホームページなどをいっそう活用し、

市民への広報・啓発を積極的、継続的に行っていく必要が

あります。 

○ 特に、精神障がい者や難病患者のほか、平成 22 年の

「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて

障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の

地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律

（通称：整備法）」の制定等により障がい者の範囲に含ま

れることが明示された発達障がい者、高次脳機能障がい者

等に関しても正しい理解を深めるよう留意する必要があ

ります。 

 

○ 障がいの有無は、見た目でわかる場合もありますが、

知的障がい、精神障がい、難病や、身体障がいのうち内部

障がい、聴覚障がいなど、外見ではわからない障がい等が

多くあります。また、近年は、発達障がいや高次脳機能障

がいなどの認知が進んできているほか、医療的ケア児・者

や重症心身障がい児・者などへの支援の必要性も注目され

ています。このような障がいの多様性に十分留意したうえ

で、正しい理解を広めるよう、地道に努めていく必要があ

ります。 

○ 現行文で、精神

障がい、難病、発達

障がい、高次脳機能

障がいのみが例示さ

れている理由が不明

確なため、「障がいの

多様性を踏まえて理

解に努めること」の

必要性を課題として

捉えることとした。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

49 ○ アンケート調査では、「障がいのない市民調査」における、

今までの日常生活の中での障がいのある人との交流の経験に

ついての質問（＊複数回答）の結果で、「ボランティア活動で

知り合った」という回答が 6.8％となっており、ボランティア

活動が障がいのある人とない人とのふれあいのきっかけにも

なっていることがうかがえます。こうしたことから、ボランテ

ィアの育成、地域におけるボランティア活動体制の強化など

の取組みをさらに進めていくこと、さらには NPO 活動への支

援・促進も必要になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 障害者手帳を所持しない人へのアンケート結果では、

障がいのある人との交流の経験について、「ボランティア

活動で知り合った」という回答が平成 26 年度は 6.8％、平

成 31 年度は 4.9％あり、ボランティア活動が、障がいのあ

る人と交流するきっかけの一つにもなっていることがう

かがえます。こうしたことから、ボランティアの育成、地

域におけるボランティア活動体制の強化などの取組みを

さらに進めていくことが必要になっています。 

 

 

問 今までに障がいのある人と交流した機会（複数回答） 

 

 

 

○ H31 年度のア

ンケート結果を

追記。 

○ NPO は、どち

らかといえば公

的サービス部門

で多くの役割を

担っているため

記述から外した。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

50 ≪主な取組み≫ 

3－(1)－① 啓発活動の充実 

（通番６３） 

●施策・事業名 理解の啓発推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 市民に障がいや障がいのある人への理解の

ための情報を、広報紙、ホームページ等への掲載や講

演会・研修会等の開催、福祉サマースクールなどによ

って提供し、理解についての普及啓発の推進を図りま

す。 

●所管課等 社会福祉課 保健福祉相談室 子育て

支援課 健康課 社会福祉協議会  

●実施区分 継続 

≪主な取組み≫ 

3－(1)－① 啓発活動の充実 

（通番６３） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 社会福

祉協議会 

●実施区分 継続 

○ 多様な媒体を使って、定期的に情報を周知

し、理解や関心を深める必要があるため。 

（通番６４） 

●施策・事業名 障害者週間行事の開催 

 [重点取組非該当] 

●内容 障害者週間（12 月 3 日～9日）に合わせて、

障害者週間行事の開催に取組みます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番６４） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

○ 定期的に行う必要があるため。 

（通番６５） 

●施策・事業名 職員等の研修機会の充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 職員および教職員を対象とした、障がい・障

がいのある人に関する研修への参加の機会を設け、そ

の充実を図ります。 

●所管課等 総務課 社会福祉課 教育センター室 

●実施区分 継続 

（通番６５） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 総務課 障害福祉課 

教育支援課 

●実施区分 継続 

○ 令和 2年度策定予定の「障害者活躍推進計

画」に基づき、障がい者雇用を推進していく必

要があるため。また、障害者差別解消法職員対

応要領でも職員理解の研修を謳っているため。 

○ 学校においては、特別支援教育の充実のた

めには教職員への啓発と資質向上が必要であ

り、その手段として研修の実施は不可欠なた

め。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

 （通番６６） 

●施策・事業名 障がい者理解の促進〔再掲〕 

 [重点取組非該当] 

●内容 小中学校において、障がい者理解のため、ボ

ランティア活動や福祉活動などの充実を図るととも

に、障がい者理解の学習や障がいのある人との交流

教育を進めるなどの福祉教育を推進します。 

●所管課等 学校教育課 教育センター室 

●実施区分 継続 

 

（通番６６） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 教育支援課 

●実施区分 継続 

○ 福祉活動の充実や福祉教育の推進

によって，障がい者への正しい理解と

認識の定着を促進するため。 

 

※通番 46 の再掲 

 

3－(1)－② ボランティア、NPO 活動の促進 

（通番６７） 

●施策・事業名 ボランティアセンター活動の強化 

 [重点取組非該当] 

●内容 ボランティア活動や福祉ＮＰＯ活動を支援

するとともに、ボランティアを必要とする人との間

をつなぐボランティアセンターの充実を図ります。 

●所管課等 社会福祉協議会 

●実施区分 継続 

3－(1)－② ボランティア活動の促進 

（通番６７） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 社会福祉協議会 

●実施区分 継続 

○ センター機能の充実を図るため

にも、協力団体への支援が必要不可欠

であるため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

50 （通番６８） 

●施策・事業名 ボランティアの育成 

[重点取組非該当] 

●内容 ボランティアセンターなどにおいて障がいのある人とのコミュニ

ケーションの方法、人権擁護意識についての学習等専門的な研修等を行い、

多様なニーズに対応できるようボランティアの育成を図ります。また、活動

しやすい環境づくりを進めながら、組織的な活動になっていくように支援

し、地域に根づいた継続的な活動の促進を図ります。 

●所管課等 社会福祉協議会 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番６８） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 社会福祉協議会 障

害福祉課 

●実施区分 継続 

○ 必要なボランティア

を確保するために継続的

な育成プログラムが必要

なため。 

（通番６９） 

●施策・事業名 ボランティア情報の充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 広報紙「社協しろい」やホームページ、ボランティアセンター情報

紙で障がい者ニーズ等の紹介を行い、住民啓発とボランティア登録者の増

強を図ります。また、手話・朗読等の障がい者関連の各種講座の開催につき、

広く情報提供を図ります。 

●所管課等 社会福祉協議会 

●実施区分 継続 

（通番６９） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 社会福祉協議会 

●実施区分 継続 

○ 周知・啓発を積極的

に行うことでボランティ

アに関する関心を高めて

いくため。 

（通番７０） 

●施策・事業名 地域ぐるみ福祉ネットワーク事業の促進 

 [重点取組非該当] 

●内容 地区社会福祉協議会（市内７地区）による「いきいきサロン」など、

地域の特性を活かした地域ぐるみ福祉ネットワークの促進を図ります。 

●所管課等 社会福祉協議会 社会福祉課 

●実施区分 継続 

（通番７０） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 社会福祉協議会 

●実施区分 継続 

○ 各小学校区単位を範

囲とした地区社協活動が

地域福祉で果たす役割は

大きく、いきいきサロン

を始めとしたさまざまな

事業が地域の安心につな

がっているため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

52 施策の方向 3－(2) バリアフリー、ユニバーサルデザイ

ンの推進 

【現状】 

本市では、バリアフリー新法（＊通称）や千葉県福祉の

まちづくり条例等に基づいて、歩道の段差・勾配改良や視

覚障がい者誘導ブロックなどの整備、学校施設の耐震等

改修、パトロールによる歩道の点検、鉄道事業者と協力し

ての白井駅・西白井駅の整備などを図っています。 

また、福祉タクシー事業、福祉車両「ゆうあい号」の貸

し出し、地域生活支援事業の移動支援事業、社会福祉協議

会が行う外出支援サービス、ガイドヘルパー派遣などに

より障がいのある人の移動手段の確保を図っているとこ

ろです。 

施策の方向 3－(2) バリアフリー、ユニバーサルデザイ

ンの推進 

【現状】 

本市では、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律（バリアフリー法）や千葉県福祉のまちづくり

条例等に基づいて、歩道の段差・勾配改良や視覚障がい者

誘導ブロックなどの整備、学校施設の耐震等改修、パトロ

ールによる歩道の安全点検、鉄道事業者と協力しての白

井駅・西白井駅の整備などを行ってきました。平成 30 年

度に使用を開始した新市庁舎では、段差の解消、議場への

車いす席の設置、障がい対応エレベーター・多目的トイレ

の設置など、旧庁舎で不足していたバリアフリー設備を

導入しています。 

 

○ 新市庁舎整備で

の取組みを書き増し

た。また、移動やコミ

ュニケーションに関

する当事者支援につ

いては、2－(3)「各種

活動の支援・促進」に

移した。 

課題 

○ 障がいのある人が安全に毎日を送り、社会のあらゆ

る分野に参加し活動するためには、さまざまな物理的障

壁（バリア）を取り除いていくこと、またそもそもはじめ

から障壁をつくらないようなまちづくりを進めていくこ

とが基本的条件となることから、障がいのある人をはじ

め「すべての人にやさしいまち」、「誰にでも公平に使用で

き、年齢や能力に関わりなくすべての人が住みやすい福

祉のまち」づくりを進めていくことが必要です。 

 

課題 

○ 障がいの有無、年齢、能力等にかかわらず誰でも公平

に使用でき、すべての人が住みやすい福祉のまちづくり

を進めていくための基本的条件として、さまざまな物理

的障壁（バリア）を取り除いていくこと、またそもそもは

じめから障壁をつくらないまちづくりを進めていくこと

が必要です。 

○ 本項目の主旨は、

既存の物理的障壁の

除去と、新たな障壁を

つくらないことと捉

えて文脈を整理した。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

52 ○ バリアフリー・ユニバーサルデザインの観点から市

内にある建築物、道路、公園、住宅等をみた場合、まだ十

分とは言えず、今後も引き続き、千葉県福祉のまちづく

り条例および施行規則等の普及に努めるとともに、市全

体でバリアフリー化、ユニバーサルデザインの推進を図

っていく必要があります。 

○ 障がいのある人の生活の場全体を見渡してバリアフ

リー、ユニバーサルデザインの推進を図っていくため、

公共の施設、事業所、道路、公園等での対応にとどまら

ず、住宅におけるバリアフリー化などの施策を推進して

いく必要があります。 

 

○ 公共施設等だけで

なく、住まいのバリア

フリー・ユニバーサル

デザインの普及も必要

であることを主旨と捉

えた。 

 

○ ハード面の環境を整備していくこととともに、障が

いのある人などの外出・移動手段の整備を推進するソフ

ト面の支援施策も必要とされています。 

 

○ ハード面におけるバリアフリー、ユニバーサルデザ

インを推進していくのと併せて、障がいのある人等が安

心して施設等を利用できるための維持管理や、だれもが

利用しやすい交通手段の確保など、ソフト面での環境整

備も必要とされています。 

○ 移動に関する当事

者支援は 2－(3)「各種

活動の支援・促進」に移

したため、ここでは都

市機能が利用しやすく

なる環境づくりを主旨

とした。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

53 ≪主な取組み≫ 

3－(2)－① 外出環境の整備（福祉のまちづくり） 

（通番７１） 

●施策・事業名 都市公園の整備 

[重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人を含めたすべての人々が、安全、快

適に利用できる公園づくりに努めます。 

●所管課等 都市計画課 

●実施区分 継続 

≪主な取組み≫ 

3－(2)－① 外出環境の整備（福祉のまちづくり） 

（通番７１） 

●施策・事業名 都市公園の環境整備 

[重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人を含めたすべての利用者が、安全で

快適に利用できる都市公園の環境整備を推進します。 

●所管課等 都市計画課 

●実施区分 修正 

 

○ 誰もが利

用しやすい公

園環境をつく

る必要がある

ため。 

（通番７２） 

●施策・事業名 公共施設のバリアフリー、ユニバーサルデ

ザインの推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 身体障がい者等の自立と積極的な社会参加を支援・

促進するため、誰もが利用する建築物において、バリアフリ

ー新法と千葉県福祉のまちづくり条例に基づき身体障がい

者等が安全に安心して利用できるような整備を推進します。 

●所管課等 管財契約課 教育総務課 

●実施区分 継続 

（通番７２） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 身体障がい者等の自立と積極的な社会参加を支援・

促進するため、誰もが利用する建築物において、高齢者、障

害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー

法）と千葉県福祉のまちづくり条例に基づき身体障がい者等

が安全に安心して利用できるような整備を推進します。 

●所管課等 公共施設マネジメント課 教育総務課 

●実施区分 修正 

○ 法令名称

の修正。 

○ 関係法令・

条例等に基づ

き引き続き整

備を進める必

要があるため、

内容は継続。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

53 （通番７３） 

●施策・事業名 民間建築物における福祉的配慮の推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 民間の建設関係事業者にＰＲを行うとともに、新設す

る建築物に関して千葉県福祉のまちづくり条例への適合を要

請していきます。 

●所管課等 建築指導課 

●実施区分 継続 

（通番７３） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 千葉県福祉のまちづくり条例の対象となる公益

的施設等の新設や改修を行う場合は、誰もが利用しやす

い施設となるように配慮の協力をお願いするとともに、

県が実施する施策に協力していきます。 

●所管課等 建築宅地課 

●実施区分 修正 

○ 千葉県福祉

のまちづくり条

例の対象施設に

ついて、配慮へ

の協力をお願い

する機会が現状

で は 少 な い た

め。 

（通番７４） 

●施策・事業名 交通安全施設等の整備 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人や高齢者が道路を安全に通行できる

よう、歩道の新設、視覚障がい者誘導ブロックの敷設、歩道の

段差や勾配の改良、音響式信号機等の整備を、関係機関と協力

しながら計画的に推進します。 

●所管課等 道路課 市民安全課 

●実施区分 継続 

（通番７４） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 道路課 

●実施区分 継続 

 

○ 継続的な実

施 が 必 要 な た

め。 

（通番７５） 

●施策・事業名 循環バスの充実 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人を含めた交通弱者の日常生活におけ

る移動手段を確保するため、循環バスの充実を図ります。 

●所管課等 企画政策課 

●実施区分 継続 

（削除） ○ 移動に係る

支援として、施

策 2-(3)-①「外

出、コミュニケ

ーション支援施

策の推進」（見直

し後の通番 57）

に移動。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

53 （通番７６） 

●施策・事業名 路上放置物等障害物の解消 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人が歩道を安全に安心して通行

できるよう、関係機関と協力して不法占有物の撤去を

行うとともに、歩行空間の確保に努めます。 

●所管課等 道路課 

●実施区分 継続 

 

 

（通番７５） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 道路課 

●実施区分 継続 

 

○ 継続的な実施が必要な

ため。 

（通番７７） 

●施策・事業名 バリアフリーの商環境づくり 

 [重点取組非該当] 

●内容 商業施設やそこまでの経路のバリアフリー化

を進め、買い物がしやすい環境づくりを進めます。 

●所管課等 商工振興課 

●実施区分 継続 

 

 

（削除） ○ 一定基準の商業施設等

の新設については千葉県福

祉のまちづくり条例の規定

に従い整備されるが、基準

外の施設や既存施設のバリ

アフリー化についての施策

等が特にないため。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

53 3－(2)－② 住宅バリアフリーの促進 

（通番７８） 

●施策・事業名 住宅増改築相談の実施 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人が生活しやすいように工夫された

住宅の整備を進められるよう、住宅増改築相談の充実と推

進に努めます。 

●所管課等 建築指導課 

●実施区分 継続 

 

3－(2)－② 住宅バリアフリーの促進 

（通番７６） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 建築宅地課 

●実施区分 継続 

 

 

○ 住宅の増築、

改築及び修繕等

に係る市民の不

安や悩み、或いは

不満等について、

その解決の一助

となるため。 

（通番７９） 

●施策・事業名 住宅改造費助成制度の推進 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人が在宅で快適に日常生活を営み、

自立および介助に適した環境を実現できるよう、浴室、トイ

レ、廊下等の改造に要する費用の一部を助成し、住環境の充

実を図ります。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

（通番７７） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 継続 

 

○ 毎年、数名の

申請があり、住宅

改造を行うこと

で在宅生活を継

続できているた

め。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

54 施策の方向 3－(3) 防災・防犯等対策の推進 

【現状】 

障がいのある人は、災害や犯罪に対してさまざまな不安を

抱えていますが、平成 23 年 3 月に発生した「東日本大震災」

では、普段からの避難行動要支援者（災害時要援護者）対策

の重要性が改めて浮き彫りになりました。 

施策の方向 3－(3) 防災・防犯等対策の推進 

【現状】 

 第 2 章 2「アンケート調査結果の要点」で示したとおり、

障がいのある人への平成 31 年度のアンケート結果では、災

害時にひとりで避難や対処ができると答えた人は全体の

50％以下となっており、避難や、避難先での生活等に不安を

感じる人も多くいます。特に近年は大規模な自然災害が増え

ており、平成 23 年に発生した東日本大震災や、令和元年に

発生した台風 15・19 号などによる甚大な被害は、避難行動

や在宅者支援についての普段からの対策の重要性が改めて

浮き彫りになりました。 

 

 

○ 令和元年

度の台風被害

と、その際に課

題となった在

宅者支援につ

いて加筆した。 

また、平成 23 年の障害者基本法改正では、「障害のある人

の、消費者としての利益の擁護・増進」に関する規定が盛り

込まれました。本市では、消費生活センターを設置し、週 5

日、障がいのある人も含めたすべての市民を対象に、消費生

活に関する相談への対応･苦情処理などを行っています。 

 

また、平成 23 年の障害者基本法改正では、「障害のある人

の、消費者としての利益の擁護・増進」に関する規定が盛り

込まれましたが、国の消費者白書（令和元年度版）によれば、

障がいのある人からの消費生活相談の件数は近年増加し、平

成 30 年においては全国で 2 万件以上となっており、障がい

のある人が詐欺等の被害にあう恐れが依然高いことがうか

がえます。本市では、消費生活センターを設置し、障がいの

ある人も含めたすべての市民を対象に、消費生活に関する相

談への対応･苦情処理などを行っています。 

 

○ 消費者と

しての権利擁

護の必要性を

示すデータを

加筆した。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

54 課題 課題  

○ 障がいのある人が住み慣れた地域で安全に、安心して生活でき

るよう、災害、犯罪等に対する備えを充実させていくことが重要な

課題となっています。 

（削除） ○ 課題の一項目

としての具体的内

容がないため。 

○ アンケート調査の結果で、災害に備えて必要だと思う対策とし

て、身体障がい者と精神障がい者では「避難先での医療・治療体制

の整備」が、知的障がい者では「障がいの特性ごとに対応した安心

できる避難場所の整備」が、難病患者では「医療器具や内服薬など

の確保」がそれぞれ最も多く挙げられており、重要な課題となって

いることがうかがえるため、市の地域防災計画を基本として災害時

に不安を抱えている人への対応が速やかに行えるよう、体制づくり

や訓練などを実施していくことが必要になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成 31 年度のアンケート結果では、災害が起

きたときに不安に思うこととして、身体障がいの

ある人では「避難先での食事、トイレ、入浴など」、

知的障がいのある人では「自分だけでは避難でき

ない」こと、精神障がいのある人では「避難先で

介助が受けられるか」、難病患者では「避難先での

薬や医療体制」がそれぞれ最も多く挙げられてお

り、障がいの種類などによって広範な不安やニー

ズがあることがうかがえます。市の地域防災計画

を基本として、災害時に速やかな対応を行うとと

もに、避難行動要支援者名簿の活用等により個別

の障がい特性に配慮した支援ができるよう、体制

づくりや訓練などを実施していくことが必要にな

っています。 

 

 

 

 

○ 現行文では、

アンケート結果に

よる障害種類ごと

のニーズをそのま

ま個々に重要な課

題と位置づけてい

るが、不安やニー

ズの「多様さに応

えられること」を

課題と捉え直し

た。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

55 ○ 特に、地域における自主防災組織による対応は災害等の初

期段階における重要な要素であり、地域住民の理解と協力を高

めるための意識啓発と組織づくりが求められます。 

 

○ 自治会などが母体となり、地域の人々が自主的に連帯し

防災活動を行う自主防災組織は、特に災害の初期段階におい

て、障がいのある人などの在宅の避難行動要支援者の家の見

廻りや、必要に応じて避難誘導を行うなど、非常に重要な存

在となります。このため、自主防災組織への市民の理解と協

力を促すための意識啓発や、組織づくりへの支援が求められ

ます。 

 

○ 自主防災

組織の説明と

重要性の根拠

を加筆。 

 

 

頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

55 ≪主な取組み≫ 

3－(3)－① 防災・防犯等対策の推進 

（通番８０） 

●施策・事業名 防災知識の普及 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人および介助者等の防災に関する

知識の普及を図るため、パンフレット、市広報紙等によ

る啓発や防災訓練を行います。また、災害時に障がいの

ある人が安全に避難できるよう、防災訓練への参加の促

進を図ります。 

●所管課等 市民安全課 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

 

≪主な取組み≫ 

3－(3)－① 防災・防犯等対策の推進 

（通番７８） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 危機管理課 

●実施区分 継続 

 

 

○ 定期的に行い、知識

の定着を図る必要があ

るため。 
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（通番８１） 

●施策・事業名 緊急通報体制の整備 

 [重点取組非該当] 

●内容 消防緊急通信指令システムの活用により緊急時

の支援活動および災害時における救援活動が円滑・迅速

に実施できるよう、体制の整備に努めます。 

●所管課等 社会福祉課 市民安全課 

●実施区分 継続 

 

 

（通番７９） 

●施策・事業名 緊急時の体制の整備 

 [重点取組非該当] 

●内容 救急キット、ヘルプカード、ヘルプマークやネ

ット 119 の活用により、緊急時の支援活動における救援

活動が円滑・迅速に実施できるよう、体制の整備に努め

ます。 

●所管課等 障害福祉課 

●実施区分 修正 

 

○ 消防緊急通信指令

システムを本計画に記

載する必要性は低いた

め、救急キット、ヘルプ

カード、ヘルプマーク等

の普及を含めた当事者

の緊急時の備えに主旨

を変更。 

（通番８２） 

●施策・事業名 地域防災コミュニティを主体とした地

域障がい者支援策の確立  

 [重点取組非該当] 

●内容 地域の住民がお互いに協力しあい、地域全体の

安全を守るという意識の高揚と自発的な防災活動を促進

して自主防災組織の設立を図り、福祉関係者、消防機関

および自主防災組織等が連携、協力しながら地域内の避

難行動要支援者（災害時要援護者）の把握に努め、地域

における障がいのある人の救護体制の確立を図ります。 

●所管課等 市民安全課 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

 

（通番８０） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 危機管理課 

●実施区分 継続 

 

○ 地域における障が

いのある人の救護体制

の確立にはまだ時間を

要するため継続。 
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55 （通番８３） 

●施策・事業名 名簿・「個別支援計画」の作成 

 [重点取組該当] 

●内容 避難行動要支援者(災害時要援護者)対象者名簿の

整備・項目の加除を行います。 

また、要支援（要援護）者の個別支援計画の策定を進め、

システム改修と合わせて対象者からの同意確認を行います。 

●所管課等 市民安全課 関係各課  

●実施区分 継続 

（通番８１） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 危機管理課 

●実施区分 継続 

 

○ 名簿の対象者

は毎年度変わり、

更新が必要なた

め。また、個別支

援計画について

は、検討が尽くさ

れていないため継

続が必要。 

（通番８４） 

●施策・事業名 供給協定の締結 

 [重点取組非該当] 

●内容 災害発生により被災した障がい・病気のある人等が

必要とする医療品や器具等について、関係機関とあらかじめ

供給協定の締結等を行い、確保に努めます。 

●所管課等 市民安全課 関係各課 

●実施区分 継続 

（通番８２） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 危機管理課 

●実施区分 継続 

 

○ 災害発生時に

速やかに対応でき

るよう、平時から

継続して関係機関

と関係性を構築す

る必要があるた

め。 

（通番８５） 

●施策・事業 名避難所における配慮の充実等 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人が、避難所において、必要な介護や

プライバシーの保護を確保できるよう配慮するとともに、仮

設住宅への優先的な入居に努めます。 

また、災害発生時の、障がいによる要支援者を対象とした

福祉避難所の開設を検討し、市内・近隣の障害者支援施設等

と協定を締結していきます。 

●所管課等 市民安全課 関係各課 

●実施区分 継続 

（通番８３） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 （変更なし） 

●所管課等 危機管理課 

●実施区分 継続 

 

○ 災害発生時に

速やかに対応でき

るよう、平時から

継続して関係機関

と関係性を構築す

る必要があるた

め。 
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頁 現行計画の表記 中間見直し（素案） 変更点・理由等 

56 （通番８６） 

●施策・事業名 犯罪被害防止の普及 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人が犯罪被害に遭わないための知識を

習得できるよう、「なるほど行政講座」などの利用促進を図り

ます。 

●所管課等 社会福祉課 

●実施区分 継続 

 

（通番８４） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 障がいのある人が犯罪被害に遭わないための知識

を習得できるよう、防犯講話などにより普及を図ります。 

●所管課等 市民活動支援課 

●実施区分 修正 

 

○ 防犯知識

の普及は、定期

的に行い定着

を図る必要が

ある。 

○ 「なるほど

行政講座」とし

ての実施は一

般的でないた

め、方法を修

正。 

3－(3)－② 消費生活相談の実施 

（通番８７） 

●施策・事業名 消費生活相談等の実施 

 [重点取組非該当] 

●内容 消費生活センターで、窓口での相談の他、電話での相

談も受け付ける消費生活相談を継続し、障がいのある人も含め

たすべての市民の消費生活全般についての相談や苦情を受け

付け、解決を支援します。また、広報紙、ホームページ、消費

者だより等で消費者被害の事例情報、悪質商法の手口等に関す

る情報、訪問や勧誘による販売やネットショッピング等の留意

点等の消費生活に関する情報提供を行うほか、消費者講座を開

催します。 

●所管課等 商工振興課 

●実施区分 継続 

3－(3)－② 消費生活相談の実施 

（通番８５） 

●施策・事業名 （変更なし） 

 [重点取組非該当] 

●内容 消費生活センターで、窓口での相談の他、電話での

相談も受け付ける消費生活相談を継続し、障がいのある人も

含めたすべての市民の消費生活全般についての相談や苦情

を受け付け、解決を支援します。また、広報紙、ホームペー

ジ、消費者だより等で消費者被害の事例情報、悪質商法の手

口等に関する情報、訪問や勧誘による販売やネットショッピ

ング等の留意点等の消費生活に関する情報提供を行うほか、

ニーズに沿った消費者講座等を開催します。 

●所管課等 産業振興課 

●実施区分 修正 

○ 安心・安全

な市民生活に

必要な取組み

として、よりニ

ーズや状況に

合わせて続け

ていく必要が

あるため。 

 


